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まえがき 

 

 本プロジェクトは、情報化の影響に関しての実証的な研究です。コンピューターや通信

機器の進歩に代表される情報化は近年その重要性は飛躍的に増加しています。情報化の進

展とわれわれの生活への影響は、ハードの普及の面ではしばしば取り上げられています。

しかし生活や産業におけるソフト的な影響は、雇用、企業形態、取引構造、経済成長、技

術競争力、社会システム等、社会経済へ及ぼす影響について様々な議論がさかんな割には、

計量的な実証研究が進んでいません。この点については、米国と比べ数段遅れているとい

わざるを得ません。 

 分析がなされていない大きな理由はデータの制約によっています。通常のデータは産業

分類がかなり以前に決定されており、したがって近年盛んに出現している情報化に関して

は通常の分類や集計のままでは把握する事ができません。したがってデータの開発と整備

が最も重要となります。 

 米国ではこうした点に関する実証的な研究の蓄積がすでにかなり進んでいます。わが国

で情報化の実証分析を進める場合はこうした研究の成果を踏まえることが重要です。研究

手法、問題関心といった面から重要であるばかりでなく、情報化の経済効果を日米で比較

するという点からも重要となっています。 

 本調査は、特定領域で先鋭的な研究を行うというよりは、わが国の研究者が本研究成果

を参照しながらこれから多様な研究を進める礎石を築くことを目的としました。 

 本プロジェクトの内容は次の通りです。 

 

①米国を中心とした情報化の経済効果の理論・実証分析のサーベイ 

②情報化に関するデータ整備（投資、ストック等） 

③経済成長や生産性などに及ぼす効果の基礎的な実証分析 

 

 なお、本報告書の作成には、当協会の本川 裕（主任研究員）、中村成徳（研究員）があ

たりましたが、外部から中西泰夫氏（専修大学助教授）、篠﨑彰彦氏（日本開発銀行調査役）、

中泉拓也（東京大学大学院）のご協力を得ております。なお、分担は以下の通りです。 

 

第１章 中泉拓也 

第２章 本川 裕、（2-2）中村成徳 

第３章 １．篠﨑彰彦、２．中西泰夫 

第４章 本川 裕、中西泰夫
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第１章 日米の情報化投資の実証研究に関するサーベイ 

 

１．序 

 

 この章では、情報化投資や情報技術が経済へどのような影響を及ぼしたかについて、日

米、特に米国の 80 年代以降の実証研究についてサーベイする。 

 米国は現在、過去に例を見ない低インフレ下での高成長を続けている。これを米国経済

の構造変化によると考えるニューエコノミー論1が一部で台頭しつつある。そして彼らは、

この要因の一つとして、コンピューターを中心とした情報技術の貢献をあげている。 

 しかし、経済指標からは、むしろ情報技術に対する投資、すなわち情報化投資の増加に

伴い、返って労働生産性や全要素生産性が低下していることが対応している。一見すると

これは、情報化投資がむしろ生産性に負の影響を与えているようにみえる。また、80 年代

前半にコンピューターを中心とするハイテク投資（High-Tech Capital)が盛んとなるに従っ

て、情報化投資の経済厚生への影響についての実証研究も増大した。しかし、この時期の

実証結果も情報化投資が生産性やその他の経済指標に対する貢献を否定するものが多かっ

た。こうして、情報化投資額の増大に伴い全要素生産性が低下した現象は生産性パラドッ

クス"Productivity paradox"と呼ばれ、現在に至る理論・実証両分野での大きな問題とな

っている。 

 ところが、90 年代に入り、２節で詳述する IDG(International Data Group)に代表され

る企業レヴェルの情報化投資関連のデーターが整備されたことなどもあり、少なくとも企

業レヴェルでは情報化投資が費用に見合ったかそれ以上の限界収益を与えているといった

実証結果が得られるようになってきた。 

 ここでは、米国の研究動向がこのような転機を迎えつつあることや米国の好調な経済を

支える要因として情報化投資が再び注目されつつあることをふまえ、"Productivity 

paradox"に対する米国の実証研究の現状を整理する。 

 サーベイをまとめると次のようになる。これまでの研究は、ツールの面で分類すると(1)

生産関数を用いて情報化投資の生産性などを検証するもの、(2)コンピューター価格に典型

的に見られる情報化投資関連の資本財価格の低下が企業を含めた需要者にとっての消費者

余剰を増大させることを前提として、その消費者余剰を推計するもの、またより簡単なも

のとして、(3)データを導出して各データの相関を見るもの、(4)その他に大別される。理論

的に厳密な研究のうち最も多いのが(1)に分類されるもので、この分野では、Brynjolfsson 

and Hitt の一連の研究に代表される上述の IDG データを用いた研究で、情報化投資が企

業のパフォーマンスの向上に寄与しているという結果を得ている。しかし、(1)の他の研究

では情報化投資が経済に与える貢献を十分検出しているものはまだまだ少ない。 

                                                   
1 ニューエコノミー論に関しては、植野(98)を参照のこと 
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 例えば、マクロレヴェルの研究は成長会計が中心で、代表的な研究である[Oliner and 

Sichel 94]では、他の資本ストックと比較して情報関連資本ストックのシェア自体が小さ

いため、それ自体の生産性が多少高くとも GDP の成長に対する寄与度は小さいという結論

に至っている。また、製造業と非製造業に分けて産業レヴェルの研究をまとめると、

[Gordon 96]等で指摘されているように、情報関連資本ストックが多く利用されている情

報・サービス産業自体の生産性計測することがそもそも困難であるため、サービス産業で

の研究は個々の興味深いケーススタディーを除いて非常に限られている。むしろ[Berndt 

and Morrison, 1995]等、製造業の２桁分類や４桁分類に基づいて、製造業をセクター単位

で考察したものの方が多い。しかし、両者とも産業レヴェルの研究では、多くのセクター

で情報化投資の経済への貢献に対して否定的な結論が得られている。 

 これに対し(2)のコンピューター価格の低下に代表される均衡での情報関連財価格の著

しい低下が余剰を増大させることを前提とした分析では、[Bresnahan 86]以来、価格低下

による消費者余剰が非常に大きいことが示されている。 

 このような価格低下のメリットや成長会計で計測される情報化投資資本ストックの限界

生産性の高さと、生産関数による計測でのパフォーマンスの低さが相反しており、両者の

溝を埋めるような研究が今後も必要となるというのが本章の最大の問題提起である。また

こういった点に対する方向性について述べると以下のようになる。先ず、価格の低下のメ

リットは物価指数の問題などにより、生産関数の分析で十分反映されていないという点が  

[Griliches 94]等多くの論文で指摘されている。そのため、ヘドニック価格インデックスを

用いるなど、データの精度を向上させることがあげられる。同時にトランスログ費用関数

での推計などツールの改善も要求される。また、価格低下のメリットと生産関数分析での

結果をどう結合させるかは理論的にも大きな論点となる。そもそも生産性パラドックス自

体、十分理論的説明されたといえない。サービス産業やホワイトカラーの生産性といった

データで計測されにくい分野に関わる問題となるため、この分野の理論的な研究の役割は

今後ますます高まってくるといえよう。 

 ところで、日本の研究については、企業レヴェルのデータが少ないことや、産業レヴェ

ルで情報化投資の実証研究を行えるようなデータの構築が十分でなく、マクロでの成長会

計程度の研究にとどまる。今後、日本では先ずデータ構築から始める必要がある。それを

もとに日米両国で情報化投資の経済への影響について、研究していくことが望まれる。生

産性パラドックスのより詳しいメカニズムの解明も含め、そういった研究が、長期不況に

悩む日本経済の現状を打開するための糸口となることを期待したい。 

 以下、２節で米国の実証研究をサーベイする。先ず、２－１データの解説で米国で多く

用いられているデータの定義と統計的趨勢について述べる。また、生産性パラドックスに

ついても統計的に簡単に示し、従来の計測や実証の問題点を整理する。次に実証研究につ

いて整理する。上述のように米国の実証研究は、理論的にはコンピューター価格等の著し

い低下がもたらす消費者余剰の増分を推計するものとそれ以外とに大別される。分野の多
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い後者を特に産業レヴェル・企業レヴェルに分けて、それぞれ２－２産業レヴェルでの研

究と２－３企業レヴェルでの研究で解説する。マクロレヴェルの研究は日米で比較するた

め、節を改めて３節で述べる。前者の消費者余剰の検出に関する研究は２－４消費者余剰

の検出でまとめる。また、生産性パラドックスの一つとして、情報化投資と労働との関係

を指摘するものもあるので、２－５労働への影響で、労働生産性などへの影響についても

簡単にサーベイする。最後に４．でこの研究の位置づけも含め、今後の展望を述べる。 
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２．米国の実証研究 

 

 ここでは、米国における情報化投資の実証研究について整理する。次表は米国の従来の

研究を概観している。 

 

米国の実証研究の分類 

 マクロレヴェル 産業レヴェル 企業レヴェル 

生産関数 Oliner & Sichel [94] 
Jorgenson & Stiroh 
[95] 

Berndt & Morrison 
[91,95] 
Morrison [97] 
Siegel [94] 

Loveman [94] 
Barua, Kriebel & 
Mukhopadhyay [91] 
Brynjolfsson & Hitt 
[93, 94,97] 
Lichtenberg [95] 
Black,Lynch[97] 

費用関数・余剰分析 Lau & Tokutsu [92] 
Brynjolfsson[95] 

Bresnahan [86] 
Berndt , Morrison 
Rosenblum [92] 

 

その他  Roach[87,88,89b] 
Baily & Gordon [88] 
Siegel & 
Griliches[92] 

Strassmann [85,90] 

 

 前述のように、生産関数を用いた研究では、近年の研究ほど情報化投資の貢献を示す研

究が多くなる傾向がある。これは一つには、データを含めたツールの改善による点があげ

られる。また、近年コンピューターを中心に情報化投資自体の総額が増加したことや従来

のメインフレーム型のクローズドネットワークからコンピューター自体のダウンサイジン

グ化とネットワークのオープン化による経済効率の改善がみられるといった、情報化投資

自体の規模や生産性の改善といった現実に情報化投資の改善が見られたことも一因と考え

られる。論文の発表時期と利用したデータの推計期間が必ずしも相関しないため、実証期

間について示したのが以下の図である。特に企業データを用いた実証では新しいほど情報

化投資に肯定的な結果が得られている。
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図 1-1 日米の主な実証研究の実証期間 

          (年） 

             70          80      85  86  87  88  89 90  91  92  93  94  95 

[産業レヴェル]  

Berndt,Morrison 

Rosenblum[92]     68 

 

Berndt,Morrison  68 

[95] 

 

Morrison[97]    72 

 

[企業レヴェル] 

Loveman[94]         78    84 

 

Brynjolfsson, 

Hitt [96] 

 

Brynjolfsson, 

Hitt [97] 

 

Lichtenberg[93]  

 

[成長会計] 

Jorgenson,Stiroh    47 

[95] 

Oliner,Sichel[94]  

松平[97]        74 

[マクロ生産関数] 

篠崎[98]        75           96 

 

[消費者余剰] 

Bresnahan [86]      58     72 

 

[労働者の生産性] 

Black,Lynch[97] 
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次に情報化投資の定義や統計的事実について簡単にまとめる。 

 

２－１ データの解説 

 

①定義 

 先ず、情報化投資や情報化資本ストックの定義に言及する。日本での情報化投資の定義

については次章以降で詳しく述べられているのでここでは省略し、専ら米国の概念や統計

について解説する。先ず米国で日本の情報化投資（資本）に相当する概念として、IT 

Investment (information technology:情報技術)・IT Capital や、High-Tech Capital が用

いられているケースが多い。また、computer capital をベースに実証しているケースもあ

る。 

 次にその範疇については、様々な財の分類が考えられ、当然論文毎に利用しているデー

タも異なる。そのため、ここでは代表的なデータソースを挙げることで、情報関連資本ス

トックの範疇を例示するにとどめる。 

 先ず、産業データやマクロデータを用いている場合、[ Berndt and Morrison 95]に示さ

れているように、BEA (U.S. Bureau of Economic Analysis) データのうち、Divisia 

quantity index の asset code14 [ -Office, Computing and Accounting Machinery (OCAM 

Capital)]を用いることが多い。より広い概念である"Information Processing Equipment 

(IPE)"としては、同じ BEA data set のうち、14 の office, computing and accounting 

machinrey に 加 えて、 16 -communications equipment 、 25 - sciencentific and 

engineering instruments、26 - photocopy and related equipment の４asset code を合計

したものが用いられる2。また、このうち computer capital ([Oliner ,Sichel 94]では

computer and peripheral equipment と呼んでいる）のみを取り出して計測しているケー

スもある。また、Brynjolfsson , Hitt の企業のレヴェルの一連の研究では、 IDG 

(International Data Group)データ等を用いている。IDG データは 87 年から集計され、フ

ォーチュン紙の製造業・サービス業それぞれの上位 500 にランクされる大企業の中から抽

出された企業データで、スーパーコンピューター・メインフレーム・パーソナルコンピュ

ーターの各台数が計上されている。 Brynjolfsson , Hitt はこれを価格インデックスで加工

することで、企業別の computer capital を導出している。 

 

②統計的趨勢 

 次に情報化投資の統計的趨勢について述べる。ここでは米国を中心に言及し、次章以降

で日米を比較する。３章以降で示されるように、統計的なトレンドは日本でも基本的には

変わらない。 

                                                   
2 [ Berndt and Morrison 95]ではこれを high-tech capital と呼んでいる。 
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・情報化投資の飛躍的な増大 

 先ず、情報化投資の投資額自体が 70 年代以降急速に増加していることが挙げられる。 

[Oliner ,Sichel 94]が引用している B.E.A データによると、上述の O.C.A.M.ベースの投資

額で 1970 年に 410 億ドル程度だったものが、1993 年には 5370 億ドルにのぼっている。加

えて、後述するように財価格の低下が著しいため、実質値では更に高い伸びを示す。これ

により、資本ストックにしめる情報関連資本ストックのシェアも高まっている。しかし、

資本ストックにしめるシェアは固定資本(Fixed investment)のうちの 6％を占めるにすぎず、

依然として小さい。 

 

・情報化投資関連の財価格の著しい低下 

 コンピューターを中心とした情報関連資本ストックの特徴の一つとして、それらに分類

された財の価格の低下が著しいことが挙げられる。[Jorgenson,Stiroh 95]によると、1987

年を 100 として、70 年に価格指数が 794 に対し、92 年には 58 まで低下している。もし

キャデラックが同じペースで低下していれば、価格はわずか$4.98 になる。食料品では 10

分の労働で 1 年分購入することが出来る。 

 

・情報関連資本に携わる労働者の増加 

 情報関連資本ストックの増加に伴い、それに従事する労働者も増加している。

[Katz ,Krueger 94]では、現在米国の労働力の半分以上が何らかの情報処理に携わっている

と述べている。 

 

・"Productivity paradox" 

 このような情報化投資の増大にも関わらず、1970年代以来、全要素生産性、特に情報化

投資の 80％を担うサービスセクターの全要素生産性の上昇率の鈍化が著しい。これはホワ

イトカラーの生産性にも当てはまり、20 年間のホワイトカラーの生産性の伸び悩みも際だ

っている。 

 具体的な数値をあげると、70 年代初期を境とする労働生産性と全要素生産性の低下は

[Baily, 1986b]で指摘されているように、以下のようになる。 

 労働生産性の低下  53～68：2.5％→73～79：0.7％ 

 全要素生産性の低下 53～68：1.75％→73～79：0.32％   

 石油ショックなどの要因を除いても低下は歴然としている。また、この関係は

[Jorgenson and Stiroh, 95]の、最近の成長会計でも確認できる。 

 全要素生産性の低下  47～73：1.7％→73～92：0.5％ 

 その一方で、情報化投資が全体の設備投資に占める割合は大きく増加しており、[Oliner, 

Sichel 94]より、(OCAM Capital)の all producers' durable equipment (PDE) 投資に占める
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割合で見ると、70 年に 6.2％程度だったものが、93 年には 12％に倍増している（上述の固

定資本に占めるシェアでは、70 年で 2.7%が 93 年で 6.2％に上昇）。また、"Information 

Processing Equipment (IPE)"の(PDE) 投資に占める割合でも70年に21.54％程度だったも

のが、93 年には既に 34.2％を占めるに至っている（上述の固定資本に占めるシェアでは、

70 年で 9.6%が 93 年で 17.4％に上昇）。ちなみに 60 年代には OCAM Capital の(PDE) 投資

に占めるシェアは 0.5％程度にすぎなかった。 

 こうした、生産性の伸びの低迷と情報化投資の増大が対応していることが前述の

"Productivity paradox"として注目され、従来から大きな論点の一つとなっている。その

一因として、コンピューターを利用するホワイトカラーの生産性が低下していることが指

摘されている。実際、1970 年代以来、情報化投資の 80％を担うサービスセクターの全要

素生産性の上昇率の低下が著しく、.20 年間のホワイトカラーの生産性の伸び悩みも顕著

である。サービス産業では製造業と比べて情報化投資の資本装備率も高いため、情報化投

資の増大がサービス産業の生産性の低下につながり、ひいては米国経済全体の生産性の低

下につながっているという考えにもつながることになる。実際、[Roach 87]では、経済を

情報サービス部門と製造部門の２部門に分け、各部門の労働生産性と全要素生産性を比較

した。結果として、製造部門の労働者の生産性に比べ、情報サービス部門の労働者の生産

性が伸び悩んでいるか、むしろ低下しているということが示された。 

 

③これまでの計測・実証における問題点 

・ホワイトカラーの生産性の計測の難しさ 

 しかし、そもそもコーディネーションに携わるホワイトカラーの生産性を計測すること

自体困難で、ホワイトカラーの生産性の低下だけに着目して情報化投資が生産性に負の影

響を及ぼしたという結論にも問題点が指摘できる。先ず、そもそもホワイトカラー一人当

たりの生産性で生産性を計測すること自体の問題があげられる。例えば、O.R.の進歩によ

って、事務員が一人減ってトラック運転手が２人増加すれば、現実には生産性は向上して

いる。[Osterman 86]でも情報技術の導入で事務員の数が増加することをこういったロジ

ックで説明している。しかし、ホワイトカラーが増加しているため、労働生産性が向上し

たことが実証されない可能性も十分存在する。実際、次節でも述べられるように、情報化

投資とホワイトカラーが補完的であるという実証結果が示されている。 

 このように、たとえ情報化投資で労働生産性が改善したとしても、現実にはホワイトカ

ラー労働者の増加を伴うため、統計上は労働者の増加によって相殺され、その効果が検出

されない可能性が高い。 

 

・サービス産業の生産性の計測の難しさと物価指数の問題点 

 ホワイトカラーのみならず、サービス産業のデータエラーもしばしば指摘される。特に

価格指標の計測誤差がサービスの価格で大きくなることが[Boskin,Dulberger, Gordon, 
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Griliches, Jorgenson, 97]等で指摘されている。 

 

・情報化投資の投資目的と生産性 

 [Brynjolfsson and Hitt 97]では、情報化投資自体が生産性向上やコスト削減よりも製品

の開発やサービスの向上といった統計上計測されにくい無形の付加価値を高めるために利

用されるケースが多いというアンケート結果を紹介している。 

 彼らは、97 年にフォーチュン紙の上位 500 企業の情報関連担当の役員にコンピューター

に投資する理由を聞いたところ、177 人がコスト削減よりも品質向上や製品開発のねらい

が大きいとしている。また、回答理由の上位 5 位までの 4 つが製品の物質的でない側面の

改善に該当するものが占めていた。こういったアンケート結果からも、情報化投資の効果

を統計上計測することが難しいことが示唆される。更に、競合する企業が情報化投資を行

っている場合、こういった企業努力が競争による価格の低下などを通じて消費者に還元さ

れ、企業の収益性にそれほど還元されない。こういった場合、考慮すると例え製造業セク

ターでも情報化投資の貢献が十分検出できない可能性を示唆している。 

 

・情報化投資の資本ストックにしめる割合の低さ 

 情報化投資が資本ストックや設備投資に占める割合が小さいことも、その影響を検出し

にくい理由の一つであると考えられる。情報化投資は、92 年でも GDP の 10％を占めるに

すぎないため、生産性の低迷をすべて情報資本のせいにしてしまうのも問題がある。10％

では限界生産性が 50％を誇っても寄与度にすると 5％に過ぎない。実際、情報関連資本ス

トックは着実に増加しており、平均で 0.15％GDP を押し上げてきたと考えられるが、この

影響だけを抽出するのは非常に難しい。情報資本ストックの 0～65％の上昇幅のふれが

GDP の寄与度に換算すると 0.2％以内に収まってしまう。情報化投資の経済に占める割合

が小さいことは[Oliner, D. &Sichel 94]等の成長会計の考察で指摘されていた。ただし、

98/1q の成長率に対する情報化投資の寄与度は大きく、[Oliner, D. &Sichel 94]で予想され

た以上の情報化投資が行われている。今後は情報化投資の生産性への影響も大きくなり、

実証面からもより有為な結論が期待される。 

 

２－２ 産業レヴェルの研究 

 

 ２－１で指摘したように、特に産業レヴェルでは情報化投資の効果を実証する際には統

計上でも様々な障害があり、現状でも、その効果が検出されていない論文が多い。 

 サービス産業のデータは政府と成長会計のマクロデータでは投入量しか存在しないため、

[Baily, Gordon 88] 、[Noyelle 90]その他の研究で銀行や小売分野で精度の高いデータを構

築する努力が行われた。また、企業データはかなり豊富なので、そこから転用することも

可能である。しかし、その場合差別化されているというサービス業の性格からも集計化す
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るのが難しい。上述の計測の問題やデータ自体が少ないことにより、サービス産業では一

部のケーススタディーを除き、厳密な計量分析が少ないのが実状である。実際、90 年代に

はいっても産業レヴェルの考察は製造業が中心となっている。サービス産業と比較すると、

製造業のほうがより厳密な計量分析をしたものも多いが、厳密に情報化投資が製造業の生

産性に貢献していることを実証しているものは少なく、情報化投資自体の限界生産性も低

いという結論も多い。以下では、先ず①でサービス産業の研究について簡単にまとめ、次

に②で製造業の研究について解説する。 

 

①サービス産業について 

 [Schneider87];[Roach, 87,91]では上述のように経済全体の生産性の低下がサービス産

業の生産性の低下に起因していると指摘してている。実際、70 年前後にはサービスセクタ

ーと製造業との生産性の乖離はそれほど見られなかった。しかし、サービスセクターの従

業員や産出高のシェアは飛躍的に上昇した反面、その後両者の生産性の改善度の格差は著

しく、製造業に比べて低くい。サービスセクターの 80％はコンピューターを使用しており、

これは情報関連資本ストックの生産性へのネガティヴな影響を示唆している証拠と考えら

れてきた。 

②製造業について 

 製造業についてはサービス産業より捉えやすいため、 Morrison , Berndt, Siegel らを

中心として現在も産業レヴェルの研究が盛んである。 

 先ず、[Siegel and Griliches 92]は、製造業の全要素生産性の動きが、サービス産業から

の要素需要の増大、海外へのアウトソーシングへの動き、統計の修正、コンピューター投

資のいずれの動きと相関しているかを見ることで、製造業の生産性の要因を解明すること

を試みた。結論として、データの誤差についてはより慎重な対応が必要なものの、コンピ

ューター投資以外の３者と生産性とでは相関係数の絶対値がほとんど 0.1 を下回り、生産

性との関係に否定的な結論が得られた。それに対し、コンピューター投資との相関は相関

係数で 0.3 弱認められ、製造業の生産性がコンピューター投資と関係があることが示され

た。 

 しかし、コブダグラス型の生産関数などを用いたより詳しい研究では、情報化投資の貢

献に否定的なものが多い。 

 [ Berndt and Morrison 91]では、High-Tech Equipment を価格と数量に分けたダイナ

ミックコスト関数（Dynamic Cost Function）を用いた推計で、コンピューターが技術進

歩にあまり貢献していないという結果を得ている。また、追加１ドルの情報化投資が 0.8

ドルの限界収益しかもたらさず、情報化投資が過剰投資されていることも指摘された。 

また、[ Berndt and Morrison 95]では多くの指標を用いて、情報化投資と労働・全要素両

生産性と情報化投資とが関連しているかどうかが実証された。しかし、製造業においては

コンピューターは生産性を高めていないと結論づけられた。しかし、20 の産業分野で情報
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化投資と他の投資で生産性の大きな相違も検出されなかったとしている。また、情報化投

資が増大すれば、熟練労働が増加するという関係も見いだされた。 

 ところで、調整コストが存在する下で、情報化資本のトービンのｑは理論的に情報化資

本のレンタルプライスに投資の限界コストを加えたものと投資の限界コストの比となる。

そして、それが定常状態で１になることが理論的に導出される。 [Morrison 97]はこれを

利用し、現実のこの値が１以上かどうかで情報化投資の限界コストと限界収益の比較に加

え、投資水準についても検証した。そして、製造業全体の傾向として、以下のような実証

結論を得ている。トレンドとして、70 年代後半に概してｑは１を上回り、情報化投資への

投資需要が発生していることが示唆された。そしてそれに従って、現実にも情報化投資が

促進され、80 年代の中盤までにｑが 1 を下回り、過剰に投資が行われた。その後は、非耐

久財産業では、91 年までにトービンのｑが１を上回ったのに対し、耐久財産業では 1 を上

回っておらず、いまだに１を下回っているということが示された。加えて、[Morrison 97]

では、情報化投資と他の生産要素との代替・補完関係についても分析しており、計測され

た情報化投資の限界収益に基づくと、理論的に情報化投資によって原材料の投入量が代替

されることが示唆される。また、耐久財産業では情報化投資と他の設備との代替性が検出

されている。それに対し、非耐久財産業では、情報化投資の増加が他の設備の限界収益の

増加をもたらしており、補完性を示唆する結果が得られている。また、労働やエネルギー

と情報化投資が補完的であることもおおよその産業で示されている。 

 産業レヴェルのデータでは、[Siegel and Griliches 92]で無視できない数の産業分類が時

系列で整合的に定義されていないと指摘されるように、製造業でもデータの問題が無視で

きない。 [Siegel 1994] は SIC の製造業４桁分類に基づくセクターレヴェルの実証を行っ

っている。彼の論文の特徴として、こういったデータエラーの対処に取り組んだことがあ

げられる。彼は、①コンピューターの価格と数量を計る際に発生するエラー②質的改善の

ための情報化投資の効果を評価することが難しいために発生するエラーの２つについて、

"multiple-indicators and multiple-causes" model を用いて制御し、全要素生産性とコン

ピューター投資の間の正の相関を有意に検出した。また、コンピューター投資が生産物や

労働の品質改善にもつながっていることも見出した。 

 

２－３ 企業レヴェルの研究 

 

 ２－２の産業レヴェルの実証では、同一産業内の企業間で IT 投資に格差がある場合、そ

れを検出することができない。また、[Siegel and Griliches 92]で統計上の問題点も指摘さ

れている。更に、近年のより厳密な産業レヴェルの研究は製造業中心だが、製造業での情

報化投資の投資全体に占めるシェアは非製造業と比べて小さく、効果を検出することが難

しい。 

 それに対し、企業レヴェルのデータでは、合併等の企業買収の問題を除き、時系列で整
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合的なデータが得られやすい。更に、非製造業のデータでの実証研究も産業レヴェルより

厳密に行うことが出来る。そのため、企業レヴェルのデータはサンプル数が多ければ一定

の成果を期待することが出来る。しかし、企業データそのものが入手しにくいため、特に

80 年代の研究では、少ない企業サンプルか、サンプリングバイアスが出やすい特定の産業

に偏ったサンプルしか得られなかった。それに対し、87 年から集計されている

IDG(International Data Group)データは、フォーチュン紙の製造業・非製造業双方の上

位 500 社にランクされる大企業をベースに選択された製造業・非製造業双方を含む数百社

の大企業データで、母集団が十分存在し、サンプリングバイアスも少ない。例えば、

[Brynjolfsson and Hitt94 ]では、88 年から 92 年にまたがる売上高の総計が 18000 兆円に

のぼる 367 社の大企業サンプルを用いている。こういった[Brynjolfsson and Hitt ]の一連

の研究を中心に、IDG(International Data Group)データを用いた近年の企業レヴェルの

実証では、IT（情報技術：Information Technology）投資が企業のパフォーマンス向上に

つながっているという結果が得られている。 

 ちなみに、企業レヴェルの研究を分析ツールで分類するとコブ=ダグラス型を典型とし

た①生産関数や費用関数を用い、情報資本ストックとそれ以外の資本ストック、及び労働

を投入として、生産量との関係を実証するものと、②株価等企業価値と情報化投資との関

係を考察するものに分類される。前者としては、Brynjolfsson ,Hitt の一連の研究、

[Loveman,94]、[Lichtenberg 95]等が挙げられるのに対し、後者としては[Strassmann 

85,90]、[Dos Santos,Peffers.and Mauer93]等があげられる。利益自体が様々な要因に影

響されるため、後者には情報化投資の効果に否定的な結論が多い。実際、[Barua, Kriebel 

and Mukhopadhyay 91]では、売上げだけでなく、在庫回転率、製品品質相対価格、新製

品の製造スピード、稼働率の最適化など、中間指標との関連を計測し、うち 3 つについて、

情報化投資との有意な正の相関を見出した。しかし売上げに対する影響は検出できていな

い。 

 以下では、①非製造業の企業についての実証、②製造業及び、クロスセクターの企業の

実証研究に分けて説明する。 

 

①非製造業 

・サービス産業 

 [Strassmann 85,90]では、38 のサービスセクターに属する企業で、実証を行い IT 投資

が企業のパフォーマンス向上に否定的な結論を得た。 

・金融セクター 

 金融セクターでの研究では、[Parsons, Gottlieb and Denny 90] がカナダの銀行の生産

関数を推計し、1974～1987 のデータで、IT が企業の生産性向上につながっていないことを

示した。[Franke 87]も同じ結論を得ている。それに対して、[Brand,Duke 82]では少しで

も、生産性への貢献がでてきていることを検出した。更に、[Alpar, Kim's 91] は 759 の銀
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行のデータで、10% の IT投資の増加が、1.9％のコスト低下につながっていることを示し

た。 

 保険会社では、[Harris , Katz 91] や [Bender 86]で、やや弱いが、IT が保険会社の生

産性向上につながっている形跡を得ることが出来た。 

・流通 

 [Diewert ,Smith 94]は、カナダの大型小売業[a large  retail distribution firm]に対す

る興味深いケーススタディを行っている。当該企業では、88 年に全要素生産性が 4 半期で

9.4%という脅威的な伸びを経験した。これは新たに導入したコンピューターによる在庫管

理などが向上したことによると考えられる。 

・製造業との相違 

 マクロレヴェルでは製造業にくらべて非製造業の生産性の低下が指摘された。しかし、

[Brynjolfsson, Hitt 95]は、企業レヴェルでサービス産業と製造業で情報化投資の貢献度を

比較し、少なくともその限りでは両者の相違を検証できなかった。 

 

②製造業及び、クロスセクターの企業の実証研究 

 製造業の企業レヴェルの分析で、コブダグラスの生産関数を用い、最初に情報化投資の

影響を定量的に実証した研究として、[Loveman 94]が挙げられる。彼は、the Management 

Productivity and Information Technology (MPIT) database を用いて製造業の企業レヴ

ェルの実証を行った。このデータは、Profit Impact of Market Strategy (PIMS) database

の付属データで、1973- 1984 年にまたがるの 60 の business units (企業数で 20 社）につ

いて生産関数での実証に必要なデータを備えている。彼は最小二乗法でこの 60 社の IT 投

資や生産性と売上げとの関係について実証した。そして、5 年間の推計で、IT 投資の売上

げへの貢献度がほぼ０であることを検証した。 

 [Weill92]は、バルブ産業に属する 33 の事業ユニットのデータを用いて情報化投資に関

する実証を行い、情報化投資の一部に収益等への正の貢献が認められることを示した。 

 こういった 80 年代の実証はサンプル数が限られており、サンプリングバイアスの可能

性も存在する。その点を改善するため、Brynjolfsson,Hitt の一連の研究では上述の IDG

を用いて実証を行っている。まず、[Brynjolfsson, Hitt93]ではコンピューター以外の資本

ストックの限界生産性が、4.14%～6.86%に対し、コンピューターの限界生産性は 56%～

68%に達することが示された。また、[Brynjolfsson, Hitt94]では、以下の 3 つの仮説が棄

却された。 

 H1: IT の限界生産性=0 

 H2: IT に対する投資コストを差し引くと IT の限界便益は 0 である。 

 H3: IT の生産性は他の資本ストックの生産性と同じ。 

更に、IT 限界生産性は他の資本ストックの 10 倍に上ることが示されている。また、

[Brynjolfsson, Hitt95]ではうち IT に帰着する超過利潤の半分が企業特殊な影響であると
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考えられている。 

 英国のデータを用いた[Kwon , Stoneman95]やフランスのデータを用いた[Greenman, 

Mairesse 96]でも情報化投資の経済への肯定的な結果が得られている。[Lichtenberg 95] 

でも[Brynjolfsson,Hitt95]の結果が再確認されている。更にそこでは、情報関連労働者と

そうでない労働者の代替性について研究し、（標本）平均で 1 人の情報関連労働者が 6 人の

他の労働者を代替することを示した。 

 企業レヴェルで、全要素生産性と情報化投資の関係を実証した論文として、

[Brynjolfsson , Hitt97]がある。彼らは成長会計の手法用いて企業レヴェルで情報化資本ス

トック以外の生産要素の残差としての全要素生産性の成長率を算出し、それを情報化資本

ストックで回帰することで、全要素生産性と情報化資本ストックの関係を実証した。全要

素生産性と情報化資本ストックに直接の関係がない場合、理論的には回帰式における情報

化資本ストックの係数が要素分配率に等しくなる。実際、短期的には情報化資本ストック

の係数が要素分配率と等しいことが示された。しかし、長期的には要素分配率以上に全要

素生産性の成長率と情報化資本ストックの成長率との間に正の有為な関係があることが示

されている。 

 

２－４ 消費者余剰の検出 

 

 コンピューターを中心とした情報関連資本ストックの特徴として、それらの財自体の価

格低下が著しいことがあげられる。そういった現実の要素価格の低下が均衡での変化とし

た場合、その財が正常生産要素の下で、個々の企業における当該財への要素需要の増大と

生産量の増加が生じる。結果として生産物価格が低下し、消費者余剰が増大する。 

 こういったプロセスを前提として、消費者余剰がどの程度得られたかについての実証研

究が行われている。古典的業績として[Bresnahan 86]があげられる。そこでは、1958 年か

ら 1972 年までの米国の金融セクターにおいて購入されたメインフレームコンピューター

の価格低下により、当該産業で発生した消費者余剰を検出している。そして、当該セクタ

ーの企業が完全競争的と仮定した上で、hedonic price index methods を用い、上述のメカ

ニズムにより発生した消費者余剰がコンピューターの用役コストの 5 倍以上に上るという

結論を導出している。なお、当該産業で適当な産出高の統計がないため、[Bresnahan 86]

では、一定の仮定の下でメインフレームコンピューターの要素需要関数で消費者余剰が算

出出来ることを利用し、当該産業の供給曲線や消費者余剰を導出している。 

 より最近の研究である[Brynjolfsson 95]では、上述の B.E.A.のマクロデータを用いて、

情報化投資に対する経済厚生をマーシャル・ヒックスの消費者余剰等４指標で推計してい

る。1987 年には IT 投資が米国全体で、500 から 700 億ドルの余剰をもたらし、IT 投資に

対する支出の３倍程度にのぼるという結論を得ている。 
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２－５ 労働への影響 

 

 労働生産性の低下と情報化投資の増加も”Productivity paradox”の重要な側面として指

摘される。ただし、これまでも労働生産性に関する実証結果も他の結果と同時にその都度

言及してきたので、ここでは労働との代替性などの問題、コンピューターを利用している

ホワイトカラーとそうでないホワイトカラーとの生産性の比較など労働分野のみに関する

研究を簡単にサーベイする3。 

 上述の[Roach 87]の研究のように情報サービス部門の労働者やホワイトカラーの生産性

の伸び悩みや低下を指摘し、それが情報化資本ストックの装備率の高さによると指摘する

ものもある。しかし、ホワイトカラーや情報サービス部門自体の生産性を計測することが

困難である。また、ホワイトカラーと情報化資本ストックとが代替的かどうかも一概に言

えない。例えば、O.R.の進歩によって、事務員が一人減ってトラック運転手が２人増加す

れば、現実には生産性は向上しているにもかかわらず労働生産性は低下している場合もあ

る（[Osterman 86]）。この場合、ホワイトカラーと情報化資本ストックは補完的となる。

[Berman, Bound and Griliches 94]でもホワイトカラー従業員の増加はコンピューターや

研究開発投資と強い相関があることが示されている。[Berndt, Morrison and Rosenblum 

92]・[Berndt, Morrison 95]でも情報資本ストックはブルーカラーの労働者とは関連が小

さいが、ホワイトカラーとは補完性があることが示されている。 

 このような補完性がある場合、コンピューター投資が労働生産性に貢献しても、ホワイ

トカラー自体の増加がその効果を打ち消すように作用するため、単に労働生産性と情報化

投資をマクロで比較しても有為な結論が得られない可能性が高い。 

 むしろ、コンピューターを利用しているかどうかでホワイトカラーやその企業全体での

労働生産性が異なるかを研究したほうが、コンピューターを中心とした情報化投資が労働

生産性をより高めているという結論が得られる可能性が高い。そういった結果を示したも

のの一つとして、[Black, Lynch 97]があげられる。[Black, Lynch 97]では、労働生産性を

資本装備率、ブルーカラー/ホワイトカラー比率で回帰し、その残差をコンピューターの利

用度など様々な労働者についてのデータを含む Educational Quality of the Workforce 

National Employers Survey (EQW-NES) の デ ー タ と the Beurau of 

theCensus'Longitudinal Research Database (LRD)のパネルデータに回帰させることで、

労働生産性がどういった要因で説明されるかを検証している。結論の一つとして、経営者

以外の労働者のコンピューター使用率が高いほどその企業の労働生産性が高くなることを

有意に示している。 

 また、篠崎（97）では日本のマクロデータを用いて、労働生産性を情報化資本ストック

及びそれ以外の資本の資本装備率で回帰し、情報化資本ストックの資本装備率もそれ以外

                                                   
3 ここでは労働生産性についての論文のみをサーベイしている。労働関係のより詳しいサーベイとして例

えば、情報化と賃金格差の関係については、清水（98）を参照のこと 
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の資本ストックの装備率と同様、有意に労働生産性を説明することを示している。 

  



 21

３．成長会計による情報化投資の日米比較 

 

 マクロの情報化投資の影響についての考察は、篠崎（97）や[Lau and Tokutsu,92]及び、

当研究のように生産関数や費用関数を用いたものや、成長会計の手法で情報化投資の成長

率への寄与度や寄与率を求めるものに分類される。 

 成長会計に関わる論文としては、[Oliner and Sichel 94],[Jorgenson and Stiroh, 95]や

松平（97）があげられる。成長会計では、先ず経済があたかも一つのマクロ生産関数で生

産されていると仮定する。そして、①その生産関数が一次同次であり、②市場が完全競争

で、要素価格で一物一価が成立し、③外部性が存在しないという仮定の下で、理論的に各

生産要素の限界生産性が実質要素価格に等しくなる。これを利用すると、国民所得(total 

output)の成長率が、分配率をウエイトとした各生産要素の成長率の合計と全要素生産性の

成長率の和であらわされるため、ここから全要素生産性を逆算しようとするものである。 

 米国の重要な論文である[Oliner and Sichel 94]では computer 投資とその他の投資を分

けた成長会計を計算し、以下の３点を指摘している。 

 ①コンピューター投資の国民総生産の成長率への寄与度は 1970～92 にかけて、平均

0.16％しかない。これはコンピューターの資本ストックに占める割合が低いことによる。

更にコンピューター投資自体の原価率が高いため、国民純生産への寄与度はより低い。 

 ②しかし、コンピューター自体にソフトやコンピューターに従事する労働サービスも加

えると寄与度は倍増する。他の情報化投資の効果も加えるとより大きな効果が得られる。 

 ③今後もコンピューターの資本ストックに占める割合が急激に増加するとは考えにくい

ため、これが生産性向上の原動力になるとは言いがたい。  

 松平（96）では日本のデータで同様の方法を用いた成長会計の分析を行った。[Oliner and 

Sichel 94]より、米国では 1970 から 1992 年にかけて、I.P.E.ベースで平均の寄与率が 11.19

ポイント（寄与度で 0.31）に対し、日本でも 1974 から 1993 にかけて、寄与率が 11.29 ポイ

ント（寄与度で 0.38）と同じような数値が得られた。米国と同様に、日本でも情報化投資

の効果は認められるが、経済に占めるシェアは小さく、成長率を左右するには至っていな

い。また、1993 年までの推計期間で見る限り、日本と米国の成長率の差を情報化投資のみ

で説明することは出来ないという結論が得られている。 

 しかし、成長会計では、各生産要素の限界生産性が実質要素価格に等しいという仮定の

下で各生産要素の寄与度が算出される。そのため、調整コストなどにより均衡水準より投

資が小さく、限界生産性のほうが限界コストより高い場合、寄与度が過小に算出されると

いう問題点を含む。企業レヴェルの研究である[Brynjolfsson, Hitt94]でも情報化投資の限

界生産性が他の資本ストックの 10 倍に至るという実証結果が得られているのに加え、篠崎

（96、97）におけるコブダグラス型のマクロ生産関数にもとづく回帰分析でも、情報化投

資の限界生産性が他の資本ストックより非常に高いという結論が得られている。特に日本

では 74 年から 96 年までの推計で原価率を考慮しても、他の資本ストックの限界生産性が
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17％に対し、情報化資本ストックの生産性が 120％にのぼり、7 倍以上を記録している4。 

 また、情報化投資に属する投資財の特徴として、投資財価格の著しい低下が挙げられる。

現状の物価指数は近年改善されてはいるものの、こういった価格低下のメリットを完全に

考慮したものとはなっていない（[Griliches 94] ）。実際、[Lau and Tokutsu,92]のように

トランスログの費用関数を用いた実証が、コンピューター投資の寄与度が成長率の半分に

至るという結論を示していることも、この点で興味深い。また[Jorgenson and Stiroh, 95]

でも、[Jorgenson67]や[Jorgenson ,Griliches 67]で用いられている様々なデータのエラー

を修正する手法を用いて情報化投資の寄与度を修正して算出している。加えて、

Oliner(92,93)でおこなわれてきたように、コンピューターが廃棄までフル稼働すると仮定

して、資本のフローの用役を算出し、結果として [Oliner and Sichel 94].よりも高い貢献

度を検出している。 

  

                                                   
4 ちなみに、情報化投資の限界生産性がこのように高いなら、なぜもっとコンピューターに投資しないの

かという疑問も生じる。その理由としては、①高いユーザーコストの存在：[Oliner and Sichel1994],  
1970～1992 の計測で、コンピューターのユーザーコストが 36.6%(他は 15.4%) ②２調整コストや計測

されないコストの存在等が考えられる。 
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４．結語 

 

４－１ 従来の研究の総括と今後の課題について 

 

 生産関数や費用関数に基づくこれまでの研究をマクロレヴェル・産業レヴェル・企業レ

ヴェルで分類した場合、近年の企業レヴェルの研究では IDG データを用いた近年の研究を

中心に情報化投資の収益率の高さや生産性など企業活動への貢献を示したものが存在する。

しかし、他の研究では依然として情報化投資の貢献が十分検出されていない。マクロレヴ

ェルの研究では、情報化投資自体の絶対額が小さく、寄与度が小さいという結論が支配的

である。製造業のセクター毎での研究でも、経済活動への情報か投資の貢献を支持した研

究は少ない。更に、非製造業ではそれ自体の生産性を正確に検出すること自体難しく、厳

密な計量分析があまり行われていない状態にある。 

 それに対し、コンピューター価格の低下をもとにした消費者余剰の研究や双対性に基ず

く費用関数等の研究では情報化投資の貢献を指摘するものが多い。両者の差は統計的にも

理論的にも更なる考察の対象となりうると考えられる。 

 また、本来の productivity paradox の主旨である全要素生産性や労働生産性と情報化投

資の関係については、特に全要素生産性と情報化投資との関係について考察したものが非

常に少ない。 

 しかし、どのレヴェルにせよ全要素生産性と情報化投資との関係については技術的外部

性という以上の理論考察が必要で、理論的考察も並行して行っていく必要があると考えら

れる。前述のように、コンピューターを中心とした情報化投資はコスト削減よりも製品の

開発やサービスの向上といった統計上計測されにくい付加価値を高めるために利用される

部分が大きく、統計上の計測が難しい。更に、競合する企業が情報化投資を行っている場

合、こういった企業努力が競争による価格の低下などを通じて消費者に還元され、企業の

収益性にそれほど還元されないという点も指摘される。このように、情報などコーディネ

ーションに関わるものは本来貢献度を検出しにくい。そのため、より理論的な研究が求め

られてしかるべきである。 

 

４－２ 日本での研究と今後の課題 

 

 補論で述べるように、日本の従来の研究はサービス産業も含めた情報サービス産業の産

業連関分析が殆どで、コンピューターを中心とする情報化資本ストックを用いた実証研究

はほとんどなく、その出現は篠崎・松平といった最近の研究まで待たなくてはならない。

更に、産業別のデータの構築も当研究がほとんど初めてといってよく、企業データの蓄積

も少ない。しかし、そもそも情報化投資自体の影響は非常に重要な研究テーマであり、実

証結果はどうあれ、地道にデータを構築していくことが必要だと考えられる。企業データ
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についても米国の IDG データのようなデータの蓄積を今からでも行っていく必要がある。

更に、米国でも指摘されている物価指数の問題点についても考察が望まれる。 

 最後に、篠崎・松平その他のマクロでの計量分析によると、情報化投資の投資額自体の

差以上に日本の情報化投資の効果が小さくなっている可能性が指摘される。特に当研究で

の推計は日米での投資額自体の差が小さいことが示されている。こういった点からは、理

論的考察の意義を強調したい。そして、日米の差を理論的に究明することで、日本の不況

からの脱却の足がかりとしたい。 
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補論：80 年代までの日本の主な研究 

 前述のように、日本の 80 年代までの情報経済の実証研究は、サービス産業も含めた情

報サービス産業の産業連関分析が中心だった。ここでは、情報関連の資本ストックに関す

る実証研究のサーベイが中心であるため、この節では、重要な論文を列挙するにとどめる。

なおこの分野の論文については大平・廣末(94)のリファレンスも参考のこと。 

 マクロの計量分析の先駆として前述の宮沢賢一「経済構造の連関分析」(1963)が位置し

する。そして、その後の重要な研究として大平号声「情報産業進展の構造分析」(82)・国

則守生「投入産出構造の変化とサービス化の進展」(84)・深田正夫「レオンティエフ乗数

機構の分析」(85）等がある。また、この方向の最近の研究として、情報関連の公共投資の

効果を分析した宮田・高谷(98)がある。 
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第２章 情報化の実証データ 

 

１．情報化の指標 

 

１－１ 産業の情報化 

 

 産業の情報化は、言葉通りには、各産業で情報通信機器をどれだけ使いこなして企業活

動を行っているかであるから、例えば、各産業の情報化投資比率がその指標となる。 

 しかし、産業全体が情報化時代に対応した変化を示しているかという意味で産業の情報

化をとらえれば、いわゆる情報産業が産業全体の中でどれだけウエイトをましているかの

指標（情報産業化の指標）も産業の情報化の指標となりうる。 

 まず、この情報産業化の指標を検討し、次に、産業の情報化投資の指標を検討すること

とする。 

 

①情報通信産業のウエイト 

 

 情報産業（ＩＴ産業）がどれだけ発展し、産業全体の中でのウエイトをましているかの

情報産業化の指標については、大方の関心を引く事柄なので、多く計算されている。 

 典型的な例として、通信白書（平成 9 年版）のデータを掲げると、1995 年段階で、情報

通信産業は、実質国内生産額で 92.6 兆円、シェアは産業全体の 10.3％となっており、名

目粗付加価値で 42.7 兆円、シェアで 8.5％となっている。実質国内生産額のシェアは、1985

年、90 年、95 年とそれぞれ 7.7％、9.3％、10.3％と上昇してきており、このように情報

産業化が進展しているとされる。 

 一方、米国でも同様のデータが公表されている。U.S. Department of Commerce の

Secretariat on Electronic Commerce がインターネット上で公表している The Emerging 

Digital Economy(http://www.ecommerce.gov)のデータによれば、1955 年の情報産業（Ｉ

Ｔ産業）の名目 GDP に占める名目付加価値の構成比は、1995 年に 7.1％とされている。な

お、ＩＴ産業の伸びの実質経済成長への寄与率は、毎年の変動はあるが、20～40％だとさ

れている。 

 日米のＩＴ産業を厳密に比較することは、それぞれが、別々の考え方で産業分類を行っ

ているため、簡単ではない。上でもふれたが、比較するのに適切な名目の付加価値額の対

GDP シェアを 1995 年に関してとってみると、ＩＴ産業の比率は、日本では 8.5％（通信

白書）、米国では 7.1％となっている（米国商務省上記報告書）。 

 ただし、米国には日本にない半導体や計測機器等が入っている点、日本には、米国には

ない新聞、出版、広告等が入っている点を調整し、共通業種だけ試みに取り出してみると、

日本が 4.4％に対し、米国が 5.3％と計算される。米国のＩＴ産業のシェアの方が高いとい
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う結果になっているほか、ハードウエアでは、日本優位、ソフトやコミュニケーションで

は米国優位という結果も見て取れる。 

 もっとも、この他、コンピュータ・ソフトの外注比率の状況の違いなどもあるため、厳

密な比較のためには、より立ち入った比較検討が必要であろう。 

 

情報通信産業（ＩＴ産業）のシェア（1995年） 

日本 米国  

通信白書 The Emerging Digital 

Economy 

名目付加価値額 42兆6690億円 5176億9280万ドル 

対GDP比 8.5％ 7.1％ 

対GDP比（補正）* 4.4％ 5.3％ 

ハードウエア 0.87％ 0.80％ 

ソフト／サービス 1.21％ 1.35％ 

コミュニケーション 2.30％ 3.18％ 

（ハード） （0.55％） （0.55％） 

内

訳 

（サービス） （1.75％） （2.63％） 

*日米のいずれかにしかない業種を除いた数値、下表参照 

（資料）郵政省「平成9年度通信白書」、米国商務省"The Emerging Digital Economy"、通産省

「1995年産業連関表（延長表）」 

共通業種 (ハード)コンピュータ、事務機器、コンピュータ・リース、(ソフト/サー

ビス)コンピュータ・ソフト、コンピュータ関連サービス、（コミュニケ

ーション）ＡＶ機器、通信機器、磁気媒体∥放送・通信サービス 

日本から控除した業種 新聞、出版、映画、広告、研究、事務機器・通信機器リース、電気

通信施設建設 

米国から控除した業種 コンピュータ卸・小売、半導体・集積回路、計測器、分析機器、ソフ

ト卸・小売 

 

②情報化投資比率 

 

 次に、情報化投資比率を検討する。 

 これについては、日米比較が日本情報処理協会編の情報化白書（1997）に実質民間情報

化投資額に関する通産省の算出結果が掲載されている。情報化投資の伸びを比較する場合

は、実質値が望ましいが、対設備投資比や対 GDP 比は名目で比較した方がよいと考えられ

る。実質化の基準年が違えば、コンピュータ等の価格の低下がミスリーディングな結果を

生むからである。残念ながらここでは名目値が得られない。日本の 1990 年価格の情報化投

資対設備投資比は 1996 年について 16.1％であり、米国の 1987 年価格の同じ値は 31.6％で

ある。いかにも日本のこの点での情報化率は低いように見える。そこで、米国の 1992 年チ

ェイン・インデックスの 1996 年の民間情報化投資の対設備投資比を見ると 24.3％となっ
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ている。これでも日本の産業情報化の比率は相対的に低いように見える。 

 もっとも、以上は、情報化投資の算出法が日米で同一である限りにおいて成り立つ議論

である。 

 

米国のGDP統計の情報化投資とIO表項目との対照表（1992年、百万ドル）        

 NIPA生産者耐久設備支出分類    

IO表分類(97産業・商品－詳細は198産業・商品) 

5 

Computer

s and 

peripheral 

equipmen

t 

6 Office 

equipmen

t except 

computer

s 

7 

communi

cation 

equipmen

t 

8 

Instru

ments 

9 

Photoc

opy 

and 

related 

equipm

ent 

以上計

（ Infor

mation 

proces

sing 

and 

related 

equipm

ent ） 

Ａ 

Ａ の構

成 比

（％） 

IO 表 

Gross 

private 

fixed 

invest

ment 

Ｂ 

Ａ/Ｂ×

100 

13 Ordnance and accessories   29   29 0.0 29 100.0 

38 Primary nonferrous metals manufacturing   52   52 0.0 52 100.0 

50 Miscellaneous machinery,except electrical  539    539 0.5 700 77.0 

51 Computer and office equipment 32698 3317 154   36169 31.1 36169 100.0 

56 Audio,video,and communication equipment   24445   24445 21.0 24513 99.7 

58 Miscellaneous electrical machinery and supplies   1304   1304 1.1 2058 63.4 

62 Scinetific and controlling instruments   9693 21462 1406 32561 28.0 43637 74.6 

63 Ophthalmic and photografic equipment     6915 6915 6.0 6915 100.0 

66 Communications,except radio and TV   5065   5065 4.4 5065 100.0 

73A Computer and data processing services 3441     3441 3.0 3441 100.0 

73B Legal,engineering,accounting,and related services  451 2905 1269 904 5529 4.8 15785 35.0 

81 Scrap,used and secondhand goods  53 17 28 52 150 0.1   

計 36139 4360 43664 22759 9277 116199 100.0 138364 84.0 

  NIIPAによる92年情報化投資額→ 132000    

（資料）米国商務省、Survey of Current Business,1997.11 

 

 米国では情報化投資額が GDP 統計の一貫として毎年、各四半期毎に公表されている。情

報化投資は、Information processing and related equipment という項目で民間設備投資

の一部となっている。内訳は、Computers and peripheral equipment, Office equipment 

except computers, communication equipment, Instruments, Photocopy and related 

equipment からなっている。いかにもそれぞれが、対応する製品に対応しているように見

える。ところが、米国の産業連関表との対応関係を示した上表をみるとそれぞれにソフト

やサービスが含まれている。また、制御機器や測定機器が多く含まれている（これらは、

上記、米国のＩＴ産業のうちのハードウエアにも含まれていた）。日本で考える情報化関連

の固定資本形成に該当する事務機器・コンピュータや通信機器は、約半分となっている。

通産省の推計でも日本の情報化投資には、おおむね、この二品目が対応している。そこで、

この表通りの内訳であるとすると、米国の情報化投資の比率は、半分に間引いて考えなけ

ればならないことになり、上記情報化投資比率は日米が逆転し、日本の情報化は米国を上

回っていることになる。 
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 この点については、なお、米国の GDP 統計の作成法について立ち入った分析が必要であ

り、本当にこう考えてよいかは断言できない。今後の課題としたい。 

 

１－２ 生活の情報化 

 

①パソコン普及率 

 

 生活の情報化については、パソコンの世帯普及率が、経済企画庁の消費動向調査によっ

て発表されている。これは、単身者世帯、外国人世帯を除いた一般世帯が対象となってい

るが、1998 年の値は、25.2％と約四分の一の世帯にパソコンは普及している。1993 年まで

は、10％台前半で推移していたが、1995 年 12 月のウインドウズ 95 日本語版の発売などで

弾みがつき近年普及率が急上昇している。 

 

    （資料）経済企画庁「消費動向調査」、郵政省「通信利用動向調査」 

  

 単身世帯を含んだ通信利用動向調査（郵政省）では、1997 年に 28.8％と消費動向調査の

22.1％を大きく上回っている。単身世帯の普及率は、一般世帯の普及率をかなり上回って

いると考えられる。 

 なお、通信利用動向調査によると、世帯のインターネット利用率は、1996 年に 3.3％、

1997 年に 6.4％となっており、1997 年にはパソコン保有世帯のうちの 22.2％がインターネ

ットに接続していることとなっている。 

 パソコンの世帯普及率を各国比較すると、米国、ドイツ、英国のいずれよりも３～４割

低くなっていることが分かる。米 Ziff-Davis 社の調査によれば 1998 年 1 月の米国のパソ

コン世帯普及率は 44.8％と前年同期の 40.7％から大きく伸長した。理由としては低価格パ

ソコンの普及と低所得層への普及があげられている（http://www.yahoo.com/headlines/ 

980610/tech/stories/homes_1.html）。 

パソコンの世帯普及率（％）
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１－３ 社会の情報化 

 

①情報通信機器ストック 

 

 情報通信機器ストックを家計、企業、公共の各部門で日米比較すると総ストックに占め

る割合は、家計、企業で日本が高く、軍需部門を含む公共で低いという試算結果が通信白

書で公表されている。これについては、試算方法が明らかでないため評価できないが、企

業部門だけでなく、家計や公共部門での情報化の指標が必要であることは、確かである。

今後の分析が課題となっている。 

 

 我が国の情報通信機器ストックの推移 

                            (単位：兆円) 

 家計部門 企業部門 公共部門 我が国全体 

60年 5.90 18.98 5.14 30.01 

61年 7.08 21.94 5.17 34.20 

62年 8.06 24.50 5.74 38.30 

63年 9.17 28.30 5.79 43.27 

 1年 10.15 31.96 5.79 47.90 

 2年 10.60 36.45 6.05 53.11 

 3年 11.04 42.63 6.85 60.52 

 4年 11.40 44.62 7.63 63.65 

 5年 12.48 46.04 8.12 66.64 

 

 我が国の情報通信機器ストックの構成比の推移 

                (単位：％) 

 家計部門 企業部門 公共部門 

60年 19.7 63.2 17.1 

61年 20.7 64.2 15.1 

62年 21.0 64.0 15.0 

63年 21.2 65.4 13.4 

１年 21.2 66.7 12.1 

２年 20.0 68.6 11.4 

３年 18.2 70.4 11.3 

４年 17.9 70.1 12.0 

５年 18.7 69.1 12.2 

 

 総ストックに対する情報通信機器ストックの比率の日米比較 

                       (単位：％) 

（５年末） 家計部門 企業部門 公共部門 全体 

日本 10.9 5.2 1.4 4.1 

米国 3.1 4.4 4.1 4.0 

 

（資料）郵政省編「平成 9 年度通信白書」 
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②ネットワーク 

 

 さらに社会の情報化にとっては、ネットワークの普及度が重要である。企業部門では、

ＬＡＮの普及度が重要であるが、企業内に限らず、家計、公共を通じた広い意味でのネッ

トワークの進展度は、インターネットの普及度で示されよう。通信利用動向調査によると

1997 年のインターネット利用率は、世帯で 6.4％、事業所で 12.3％となっており、いずれ

も前年と比べると倍増の結果となっている。 

 パソコン保有率とインターネット利用率の比率（パソコンを保有するもののうちインタ

ーネットを利用している比率）を計算すると、世帯で 22.2％と事業所の 17.2％を上回って

いる。世帯では、インターネット利用を前提にパソコンが導入されている側面が強いこと

がうかがわれる。 

 

インターネット利用率          単位：％ 

 パソコン

保有率Ａ 

インターネ

ット利用率

Ｂ 

Ｂ／Ａ 

1996 年 22.3 3.3 14.8 
世帯 

1997 年 28.8 6.4 22.2 

1996 年 62.2 5.8 9.3 
事業所 

1997 年 71.4 12.3 17.2 

（資料）通信利用動向調査（10 月実施、郵政省） 

 

 インターネットのホスト数（ドメイン数）は、インターネットで各国別の結果（.. 

jp なら日本）が Network Wizard 社によって公表されている(http://www.nw.com)。 

 これで、日本の世界シェアを計算すると 1993 年までは 1％台、1996 年までは 2％台、そ

れ以後急拡大し、1997 年 7 月に 4.9％となったが、1998 年 1 月には再度低下し、3.9％と

なっている。日本の人口シェアが 2.2％（1994 年）、ＧＤＰシェアが 18.3％（1995 年）で

あることを踏まえれば、なお、低い数字と言わねばならない。 

 人口千人当たりのホスト数を算出すると日本は 9.3 となお少なく、インターネット発祥

国である米国の 78.4 は別格としても、カナダ、英国、オーストラリア、ニュージーランド、

シンガポールといった英語圏がいずれも 10％をこえているのと対照的である。英語圏以外

では、北欧諸国の普及度が米国並に高いのが目立っている。 
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インターネット・ホストコンピュータ数 

年月 ﾎｽﾄ数 

(全世界) 

千ホスト 

ﾎｽﾄ数 

(日本) 

千ホスト 

日本の割

合 

   ％ 

1987.12 28.2 －  

1988.7 33.0 －  

1988.10 56.0 －  

1989.1 80.0 －  

1989.7 130.0 －  

1989.10 159.0 －  

1990.10 313.0 －  

1991.1 376.0 －  

1991.7 535.0 6.7 1.3 

1991.10 617.0 8.2 1.3 

1992.1 727.0 8.6 1.2 

1992.4 890.0 12.4 1.4 

1992.7 992.0 15.8 1.6 

1992.10 1,136.0 20.4 1.8 

1993.1 1,313.0 23.2 1.8 

1993.4 1,486.0 25.9 1.7 

1993.7 1,776.0 35.6 2.0 

1993.10 2,056.0 43.7 2.1 

1994.1 2,217.0 42.8 1.9 

1994.7 3,212.0 72.4 2.3 

1994.10 3,864.0 82.6 2.1 

1995.1 4,852.0 96.6 2.0 

1995.7 6,642.0 159.8 2.4 

1996.1 9,472.0 269.3 2.8 

1996.7 12,881.0 496.4 3.9 

1997.1 16,146.0 734.4 4.5 

1997.7 19,540.0 955.7 4.9 

1998.1 29,670.0 1,169.0 3.9 

（資料）通信白書、Network Wizard社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ホスト数 人口（千人）  

1998.1 1995 

国連推計 

人口千人

当たり 

United States 20623995 263034 78.4 

Japan 1168956 125197 9.3 

Germany 994926 81642 12.2 

United Kingdom 987733 58258 17.0 

Canada 839141 29606 28.3 

Australia 665403 18054 36.9 

Finland 450044 5108 88.1 

Netherlands 381172 15451 24.7 

France 333306 58143 5.7 

Sweden 319065 8831 36.1 

Norway 286338 4360 65.7 

Italy 243250 57187 4.3 

Taiwan, Province Of 

China 

176836 21126 8.4 

New Zealand 169264 3542 47.8 

Spain 168913 39210 4.3 

Denmark 159358 5228 30.5 

South Africa 122025 41244 3.0 

Korea, Republic Of 121932 44851 2.7 

Brazil 117200 155822 0.8 

Switzerland 114816 7040 16.3 

Austria 109154 8053 13.6 

Russian Federation 94137 147855 0.6 

Belgium 87938 10113 8.7 

Poland 77594 38588 2.0 

Hong Kong 66617 6190 10.8 

Israel 64233 5545 11.6 

Singapore 57605 2987 19.3 

Czech Republic 52498 10331 5.1 

Hungary 46082 10225 4.5 

Mexico 41659 90487 0.5 

Portugal 39533 10797 3.7 

Ireland 38406 3582 10.7 

Malaysia 32269 20140 1.6 

Greece 26917 10458 2.6 

Turkey 24786 61644 0.4 

Argentina 19982 34587 0.6 

Chile 17821 14210 1.3 

Iceland 17450 269 64.9 

China 16322 1221462 0.0 

Thailand 14378 60206 0.2 

Indonesia 9603 193750 0.0 

（注）ホスト数の順に並べてある。 

（資料）Network Wizard社、総務庁「世界の

統計1998」



 49

２．データ整備 

 

２－１ データ整備の目的 

 

 情報化に関する実証的計量分析を進める上で、様々な角度からの情報化関連データの整

備が必要であることは言うまでもない。特に、情報関連投資のデータは重要である。 

 企業の情報化投資に関するミクロ・データと経済全体のマクロ・データという２つの面

からのデータ整備が必要であるが、情報化の実証分析に関するサーベイの章でも見たとお

り、米国の場合は、ミクロ・データに関してもデータベース化が進んでおり、これをもと

にした実証分析が行われている。また、マクロ・データについても、それが信頼性に足る

データであるかは別にして、ＧＤＰ統計の中で民間固定資本形成における情報化投資の額

が統計作成当局の手によって計算され４半期ごとに公表されている。 

 わが国の場合は、両者ともにデータ整備が進んでおらず、情報化の把握が難しくなって

いるのが現状である。 

 そこで、本研究では、情報化関連投資データについて、先行研究を踏まえながら、産業

別、あるいは各国別の情報化投資のデータ整備の手法について研究するとともに、１次的

な結果を掲載することとした。 

 

２－２ 産業別データ整備 

    

（１）産業別データ整備の意義と目的 

    

今後の日本の情報関連投資の研究を進めるにあたり、各産業における特性を見る事は非

常に重要であり、興味深い。また、産業別の実証研究は、日米の相違点を明らかにする上

で肝要であり、政策の立案に重要な役割を果たすと思われるが、行われていない。そこで、

ここでは日本の産業別情報関連投資に関して、産業別の実証分析を行うために必要なデー

タ作成についてまとめる。 

産業別データ整備の目的は、より細かい経済の構造や情報関連投資の効果を分析する基

礎データを作成する事にある。例えば、産業別生産関数を推計することで明らかになる事

も多いが、ここでは、より多くの経済関係を解明できる費用関数用のパネルデータを用意

することを目標とする。これにより、例えば、生産要素の労働や情報関連投資との間の代

替関係の産業毎の違いや情報化投資の収益率等を計量的に分析できるようになる。多くの

仮説検定が行えるため、パネル・データを整備する意義は大きい。 

 以下では、第一に、パネルデータによる費用関数推計に必要なデータを示し、第二に、

産業別データ作成の方針を明らかにした上で、個別のデータ作成の方法について記す事と

する。    
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（２）パネルによる費用関数推計に必要なデータ 

    

 以下のデータ・セットを揃える事ができれば、産業別の費用関数の推計が可能となる。 

 

①付加価値額 

②付加価値デフレータ 

③労働者数 

④労働時間 

⑤賃金 

⑥設備稼働率 

⑦資本ストック 

⑧資本ストックのユーザーコスト 

⑨情報関連資本ストック 

⑩情報関連資本ストックのユーザーコスト 

 

 ①から⑥までが、フローのデータにあたる。⑦から⑩は、ストックあるいはストックの

価格データである。 

 以下では、データ作成方針を明らかにした上で、フローから順に見ていく。 

    

（３）データ作成の方針 

 

１．比較的簡単にアップデートが可能な様に、官庁統計をベースにした推計法を採用する。 

２．産業の摺り合わせは、SNA をベースとする。 

３．SNA の産業分類は、経済活動別分類のため、産業に公的企業が含まれている。そのた

め、民間企業資本ストックに必要な公的資本を加える。 

４．資本ストックのユーザーコストは、設備投資デフレータと利子率は各産業共通とした

場合、除却率で各産業に差を付ける事が可能なため、産業毎に異なる純除却額を求め

る。 

５．調整の困難な産業分類は落として、調整できた産業の合計を全体の値として計算する。 

６．情報関連投資については、機械受注統計を使って、産業別構成比の時系列データを作

成する。 

 

（４）フロー・データ 

  

①①①①    付加価値額付加価値額付加価値額付加価値額、、、、②②②②付加価値付加価値付加価値付加価値デフレータデフレータデフレータデフレータ、、、、③③③③労働者数労働者数労働者数労働者数    
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    ①から③のデータは、実質付加価値額、付加価値額デフレータ、就業者、雇用者として、

SNA から得ることができる。 

特徴および注意点 

１．SNA の産業別のデータは活動行動別による区分である。 

２．政府サービスや対家計民間非営利サービスは産業部門とは別立てで計上されている。 

 

④④④④労働時労働時労働時労働時間間間間、、、、⑤⑤⑤⑤賃金賃金賃金賃金    

 ④、⑤のデータは、事業所規模 5 人以上、事業所規模 30 人以上について、常用労働者

数、常用労働者一人当たり平均月間総実労働時間、常用労働者一人当たり平均月間現金給

与総額として、毎月勤労統計要覧（労働省）から得ることができる。 

 特徴および注意点 

１．毎月勤労統計要覧は SNA の経済活動区分と整合的ではない。 

  （産業連関表から 5 年ごとの平均労働賃金は取れるが、労働時間はない） 

２．常用労働者数 5-29 人が昭和 56 年、昭和 57 年版に限り、上掲統計書に未掲載である。 

３．上記のデータを、労働省の集計資料の打ち出しを閲覧することにより補う必要がある。 

４．製造業の内訳のプラスチック産業は、1985 年以降その他製造業から独立した分類にな

ったため、1975-1984 年のデータをその他製造業に含めて集計する必要がある。 

５．同統計の日本標準分類との対応表から、SNA の産業分類と擦りあわせる作業が必要で

ある。 

    

⑥⑥⑥⑥設備稼働率設備稼働率設備稼働率設備稼働率    

 設備稼働率は、製造工業に関して、鉱工業指数総覧（通産省）および鉱工業指数年報（同）

により、製造工業の設備稼働率を得る事ができる。ただし、製造工業以外は、データがな

いため、何らかの仮定をおいて、サービス部門の設備稼働率とする必要がある。 

 今回、これについての調整はせず、残された課題とした。 

    

（５）ストックデータ 

    

⑦⑦⑦⑦資本資本資本資本ストックストックストックストック、、、、⑧⑧⑧⑧資本資本資本資本ストックストックストックストックののののユーザーコストユーザーコストユーザーコストユーザーコスト    

⑦と⑧の一部に当たる除却率のデータは、民間企業資本ストック（進捗ベース）、新規投

資額（進捗ベース）、純除却額として民間企業資本ストック統計（経済企画庁）から推計す

ることができる。純除却額は、一期前の資本ストックと新規投資額と足したものから今期

の資本ストックを差し引いたもので定義される。 

特徴および注意点 

１．平成 8 年版は、過去に遡及して改定、産業大分類のデータが Excel 形式で internet

上で公開された点が特徴。改定ポイントは、各財毎の卸売物価などのデフレータの変
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更にともない、平成 2 年基準の資本ストックの値が改定された。 

２．断層の処理が必要である5。断層のある時点では、純除却額は定義式と一致しない。 

３．ＮＴＴ、ＪＲなどの民営化にともなうデータの算入の仕方に注意が必要である6。 

 

 推計のポイント 

１．新規算入された 1 期前の資本ストックを純除却額の定義式から推計する7。 

２．一期前の資本ストックと「日本の社会資本」（経済企画庁編、東洋経済）をもとに、資

本ストックと純除却額を推計する8。 

                                                   

5 断層断層断層断層のののの種類種類種類種類 

1975 年以降は、以下の 5 項目が該当する。 

日本電信電話株式会社（運輸・通信業）、日本たばこ産業株式会社（製造業）、電源開発株

式会社（電気・ガス・水道業）、東日本旅客鉄道株式会社など各社（運輸・通信業）、新幹

線保有機構から東日本旅客鉄道株式会社など各社への設備売却分。 

6 算入算入算入算入のののの仕方仕方仕方仕方 

企画庁によれば、例えば、４-6 期に民営化された場合、期末値なので資本ストックは、

問題ないが、新規投資額は、４月１日から６月３０日までの間、何日に民営化されたかに

よって算入される額が異なる事になるという。しかし、多くは新年度になり移管している

ため、4-6 期全ての期間の新規投資額と考えてよい。したがって、年次集計の際には、民

営化された企業を、新たに既存の産業に算入した場合、その暦年の新規投資額は、第１四

半期分（1-3 月期）は不足する事になる。そのため、この不足分を調整する事が望ましい。 

7 新規算入新規算入新規算入新規算入されたされたされたされた資本資本資本資本ストックストックストックストックのののの推計推計推計推計    

民営化に伴い新規算入された資本ストックの推計方法は以下の順で行う。 

１．統計に明示された純除却額の定義式に従い、計算された純除却額の系列を作成する。 

２．統計に掲載された純除却額のデータから計算された純除却額を引く。新規算入がなけ

れば同額でゼロとなり、新規参入されていれば、新規参入した系列の 1 期前の資本ス

トック額が得られる。 

１．新規算入された 1 期前の資本ストックをベンチマークに、「日本の社会資本」の年度

の資本ストック伸び率を使って過去へ遡及させ、年度の推計資本ストック系列を作成

する。 

２．たばこ産業に関しては、日本たばこ産業株式会社のデータがないため、1 期前の資本

ストックをベンチマークに、日本たばこ産業株式会社を除くたばこ産業の年度の資本

ストック伸び率を使って過去へ遡及させ、年度の推計資本ストック系列を作成する。 

8 純除却額純除却額純除却額純除却額のののの推計推計推計推計    

年度の資本ストック推計値から純除却額を過去に遡及して求める方法は以下の順で行う。 

１．資本ストック推計値と「日本の社会資本」の新規投資額から、民間企業資本ストック
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３．推計された資本ストックと純除却額を用いて、新規投資額を推計する。 

４．年度と四半期の原系列より年度の配分率を計算し、推計された新規投資額と純除却額

の四半期データを作成する。 

５．四半期データをもとに、資本ストックにてついては、純除却額の定義式を用いて、逆

算し、新規投資額、純除却額は年次に集計を行う。 

６．民営化していない公的企業についても同様の作業を行い、SNA の経済活動分類に合わ

せ加算する9。ただし、今回の方法では、「日本の社会資本」にない公共事業、または、

分割して上乗せしなければ、SNA と整合的なデータとならない場合もあり、一部の公

共事業が未調整として残る。 

    

⑨⑨⑨⑨情報関連資本情報関連資本情報関連資本情報関連資本ストックストックストックストック    

情報関連資本ストックは統計として全く存在しないため、ベンチマークによる資本スト

ックの推計は行えない。そのため、できる限り長いフローの時系列の情報関連投資データ

を準備する必要がある。 

情報関連投資のフロー作成の方法は、概略、以下の通りである。 

１．情報関連となる財を定義し、集計する分類項目を整理する。 

２．情報関連財のフローのうち固定資本に投下される分を産業連関表の固定資本マトリク

スより計算する。 

３．産業連関表の固定資本マトリクスは 5 年ごとに掲載されるので、各５年の間を補間す

るデータとして、機械受注統計を用いて情報関連財（国産品内需額）の時系列データ

を作成する。 

４．輸入を含めた内需額の推移は、この国産品の内需額と平行した動きであると仮定し、

                                                                                                                                                   

統計の純除却額の算定公式を用いて、純除却額を求める。 

２．純除却額をもとに、純除却率を推計する。 

３．推計資本ストック系列に推計純除却率をかけて、新たに純除却額を推計する。 

４．不動産業の公共賃貸住宅とたばこ産業の日本たばこ産業株式会社については、実質の

フローの投資額がないので、ここでは、公共賃貸住宅その他の不動産及び、日本たば

こ産業株式会社除くたばこ産業の除却率より純除却額を求める。 

9 公的企業公的企業公的企業公的企業のののの加算加算加算加算    

 民営化以外の公的企業の加算の仕方は以下の手順で行う。 

１．産業連関表の固定資本マトリクスをもとに、公的固定資本の割合の高い産業のリスト

を作成する。 

２．産業連関表の産業分類と SNA の対応を確認しながら、加算すべき公的資本を「日本

の社会資本」から抜き出す。 

３．民営化のため新規参入された企業の加算の時と同様の作業を行う。 
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この時系列データの伸び率を用いて、各５年産業連関表の間のデータを補間する。 

 情報関連資本ストックの推計は、こうして求めた名目の情報関連資本投資額（フロー）

を出発点として、それを実質化し、さらに、各年の想定除却率を介して、ストックに積み

上げる作業となる。しかも、これを産業別に行わなくてはならない。従って、産業別の情

報化投資額（名目）の他に、産業別の情報資本財のデフレーター、産業別の情報資本財の

除却率が必要であるが、産業計のトータルな情報資本財のデーフレーターでさえ、1975 年

から継続して取ることは難しい状況にある。例えば、コンピュータの価格指数について、

先行研究の篠﨑（1998）でも、ある時期は半導体の価格指数で肩代わりさせている。まし

て、産業別の情報資本財のデフレーターとなると厳密にとることは難しい。除却率につい

ては、トータルな値に関しても、篠﨑（1998）では米国の除却率で肩代わりさせているほ

どであり、産業別の除却率となると厳密な意味での推定はほとんど不可能である。 

 そこで、本研究では、デフレーターと除却率は、産業トータルと同じと仮定し、むしろ、

出発点である名目の産業別情報化投資額の作成に力点を置くこととし、産業別のデフレー

ターや除却率については今後の課題としたい。 

 産業別情報化投資名目額については、上述のように産業連関表の固定資本マトリクスか

ら 5 年ごとの値が取れる。しかし、今回、時間の制約でそこまでのデータ整備が不可能で

あった。従って、機械受注統計を使った産業別の毎年の投資額の推計とそのチェックに力

を注ぎ、産業別投資額の構成比の変化を篠﨑（1998）で算出されている実質情報化投資額

（民間投資合計）に掛け合わせて、産業別情報関連投資額（実質）とした。 

 機械受注統計を使った産業別の投資額の推計の考え方と方法は以下の通りである。 

１．機械受注統計は、経済企画庁の調査であることからもうかがえるとおり景気判断の材

料として民間設備投資の動向を把握するために行われている調査である。調査内容は、

主要機械製造業者の受注する設備用機械類の受注状況である。受注額には、製品ばか

りでなく部品、修理、補修、付帯据え付け工事まで含むものとされている。需要者の

分類としては、民間需要、官公需、海外需要に分けられ、民間需要と官公需について

は、産業毎の分類がなされている。 

２．機械受注統計は、調査の目的から必ずしも厳密な意味での無作為標本調査となってい

ない点をまず前提として理解しておく必要がある。しかし、設備用機械の大分類（原

動機、重電機、電子・通信機械、産業機械、工作機械、鉄道車両、道路車両、航空機、

船舶）ごとに全体の生産額カバレッジが 80％となるよう調査企業が選定されており、

今回対象となる電子・通信機械についても各需要産業別の動きをトレースしていると

考えられる。 

３．機械受注統計は、1988 年からそれまでの 178 社ベースの調査から 280 社ベースの調査

へと移行した。ただし、178 社ベースの値も 1992 年までは公表されており、接続が可

能である。この変更のポイントは、１つには、178 社ベースの調査も当初カバレッジ

80％ベースで行われていたのであるが、時間の経過とともに新規参入企業も登場し、
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カバレッジが下がってしまっていたのに対応し、調査企業数を増加させた点にあり、

２つには、対象資本財の分類の変更、新規財の追加を行った点にある。また、需要者

の産業分類もより詳細となるよう変更された。今回の情報関連資本財としては、電子・

通信機械という大分類にそれまで電子計算機と通信機が含まれたいただけだったのが、

電子応用装置、電気計測器、半導体製造装置が新たに追加された。篠﨑（1998）の情

報財の定義とも合わせるため今回の情報関連投資財には、これら追加分は含めないで

集計した。問題があるとすれば電子計算機以外の事務用機器（複写機、ワープロ、そ

の他事務用機器）が入っていない点であるが、90年産業連関表では 13.8％を占めるに

すぎず（篠﨑 1998）今回は無視した。なお、パソコンは機械受注統計では対象外とな

っている。 

４．以下、具体的な手続きに入るが、まず、推計期間は、1975 年以降の各年次である（の

ちの受注ベースから販売ベースへの転換のため原データは 1974 年から採取した）。こ

れは、篠﨑（1998）に合わせたものである。なお、原データは、通信機械に加えて電

子計算機が集計され始めた 1969 年 4 月から採取可能である。 

５．需要者に関しては、民間需要の各産業と官公需のうちの運輸業と通信業とした。官公

需といっても、公的企業は、ＳＮＡ上、産業に分類されているからである。 

６．178 社ベースと 280 社ベースでは業種分類が異なるため、より粗い分類の 178 社ベー

スに合わせた業種の統一化を行う。なお、需要者としての民需の通信業（当時はＮＴ

Ｔが官需であったのでそう多くなかった）が 178 ベースで独立分類となっていないた

め、粗い分類のままでは民需と官需を合計した通信業のデータが取れない。そこで、

1988 年の接続年の比率で 1987 年以前についての民需「その他非製造業」に含まれる

通信業を推計した。 

７．178 社ベースと 280 社ベースの両時期を接続し、カバレッジ 80％ベースで通したデー

タとするため、178 社ベースの時期のカバレッジが 80％から段々と低下したと仮定し、

1988 年の食い違いを解消する形で 1987 年以前のデータを産業毎に補正した。 

８．ここまでは、なお受注額ベースの値であるので、各年の手持ち月数を使って販売額ベ

ースに補正する。ここで手持ち月数とは、受注残高を月間販売額で割った数字であり、

受注残高が販売額で何ヶ月分あるかを示している（具体的な各年値は、前年期末受注

残高÷当年平均月販売額）。この手持ち月数は、需要者別には公表されていないが、設

備投資財分類では得られる。電子・通信機械の手持ち月数は、納期の短縮化にともな

って長期的には、推計期間中、おおむね、10 ヶ月から５ヶ月へと低下傾向にあるが、

景気によって好景気の時には上昇し、不況期には低下するという波動も見られる。手

持ち月数に比例して当年の受注額が次年の販売額となって現れるとして推計を行った。 

９．図に、チェックのため、以上のように推計した電子・通信機械の販売額合計がどのよ

うな絶対額水準であり、どのような変動を示しているかを掲げた。 
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⑩⑩⑩⑩情報関連資本情報関連資本情報関連資本情報関連資本ストックストックストックストックののののユーザーコストユーザーコストユーザーコストユーザーコスト    

情報関連投資のユーザーコスト作成にあたり、除却率を求める事は困難である。しかし、

フローの情報関連投資から情報関連資本ストックを作成する際に、実質化しなければなら

ず、各産業毎に異なるデフレーターを卸売物価から作成すればこの問題は回避される。 

 

（６）残された課題 

 

上記のような作業を行う事により、各産業の費用関数推計に必要なデータセットができ

あがる。データセットを作成できた産業計を作成すれば、プールデータとして、様々な分

析が可能となる。このようなデータ整備は、今後の研究に必要不可欠であり実証分析に有

用なため、今後も残された課題を克服しながら、データ整備を進める事が重要となる。 

今後の課題として、(1)今回、示した方法により、データセットを完成させる事、(2) デ

ータ制約から簡便な調整法を用いた、たばこ製造業、不動産業に関して、より厳密な調整

を行う事、(3)SNA の経済活動分類と整合性を高くするため、資本ストックの公的資本を、

原統計に溯り、厳密に推計する事、(4)情報関連投資のデータ作成において、産業連関表と

のリンクを行うこと、(5)情報関連投資の実質化、ストック化に工夫を凝らす事、などが考

えられる。 

情報関連投資と電子・通信機械受注額・販売額
（民需には官公需の運輸・通信を含む）
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（７）結果の例示 

 

 以上のデータ整備作業の結果を使い、情報関連投資額の産業別投資額の構成比を篠﨑

（1998）の実質情報関連投資額に乗じて産業別情報関連投資（実質）を算出し、製造業、

通信業、非製造業（通信業を除く）の図を掲げた。なお篠﨑データは、公的運輸・通信を

含んでいないので、総投資の比率で公的運輸・通信を含む数値に転換した。また、情報関

連投資額（実質）を総投資額（実質）で割った情報関連投資比率を図にした。 

 

情報関連投資比率（1990年価格、公的運輸・通信を含む）
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 総投資について運輸と通信が分離できないので、通信業だけ、あるいは通信業を除いた

非製造業の情報関連投資比率は、ここでは算出できていない。 

 図を見ると以下のような点が目立っている。 

・1991～93 年の不況時に製造業も非製造業も情報関連投資は落ち込んだ。その後、回復

し、1995 年には過去のピークを越えた。 

・1990 年代に入って、通信業の伸びが目立つ。1994 年以降は、製造業の情報関連投資を

追い抜いている。 

・1987～88 年まで製造業の情報関連投資比率は、産業計と同様の水準であった。一般に

は、非製造業は情報化関連投資の比率が製造業より高いのが通常であるので、このことは、

製造業の情報関連投資が非常に活発だったということを意味しているともとれるし、逆に、

非製造業の情報化関連投資が非常に低調であったともとれる。 

・製造業の情報関連投資比率は、1987～88 年にピークを示した後、バブル景気時にはむ

しろ低下がはじまっていた。1988～91 年には情報関連投資の実質額が横ばいだったこと

を考え合わせると、これは、情報関連以外の投資が極めて活発だったことによる。 

 

＜参考文献・資料＞ 

 

篠崎彰彦（1998）「日本における情報関連投資の実証分析」財団法人国民経済研究協会『国

民経済』161 号 
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２－３ 各国別データ整備 

 

（１）各国別データ整備の意義と目的 

 

 日本のＩＴ産業生産額や情報関連投資・ストックを世界の他の国と比べることは極めて

重要である。この点については、今のところ、ストック額の推計は少なく、主として投資

額について米国との比較のみが行われている。この点については、第２章１－１で見たと

おり、日米間でも情報化の考え方に温度差があり、産業分類の構成が異なっているため、

厳密な比較が難しい状況にある。さらに、第２章１－１では、代表的な例をあげただけで

あり、実は、日本、米国のそれぞれの国内でも様々な分類の集計が行われており、必ずし

も統一がとれているわけではない。ましてや、世界各国の情報化の指標を横並びに比較す

ることは行われていない。 

 そこで、本研究では、情報関連投資・ストックについてＯＥＣＤのデータを使うことに

よる各国比較を試みることとする。ＩＴ産業生産額の各国比較については、製造業に属す

る産業についてはまだしもソフト、サービス、コミュニケーションの分野での統一分類は

不可能であったので断念した。残された課題としたい。 

 情報関連投資・ストックを各国別に整備する目的としては、各国比較が可能となり政策

判断にとって極めて有用であるばかりでなく、産業別データ整備と同様にパネル・データ

が得られることによりきめ細かな計量分析が可能となる点があげられる（２－２(1)参照）。

ここでは、産業別データ整備の箇所とは異なって、各国別パネルデータによる費用関数推

計に必要なデータの作成のすべてにわたってはふれず、また、ストックについては作成法

について関連してふれるにとどめ、情報化投資額に焦点を絞って作成法と作成データを示

すこととする。 

 

（２）主要資料に関するコメント 

 

 今回、主として使用するのは、ＯＥＣＤの産業連関表のデータベース（IO Database）と

産業別データ（製造業のみ）に関するデータベース（STAN Database）の２つである。これ

らは、産業分類がデータベース間、各国間で統一されているので、今回のような作業で大

半の労力が費やされる統計間の整合、各国間の整合が容易である。簡単に２つのデータベ

ースについてコメントする。 

 

①OECD INPUT-OUTPUT DATABASE 

 

・公表年次 1996 年 

・公表形態 
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 書籍およびディスケット 

 （書籍は基本表の名目、実質のみ、ただしデータ作成法の記述がある） 

・構成表 

 基本表と固定資本マトリックスのそれぞれについて、合計表、国産表、輸入表が作成さ

れている。またすべてに名目額と実質額がある。 

・分類数 10 国（OECD）、36 産業（うち製造業 22 業種） 

・データ年次と国名 

 1990 年表が最新でありまたすべての国で作成されている（1990 年にその国の IO 表が作

成されていなくとも）。それ以前の年次については、ほぼ、5年ごと、各国の統計機関によ

る IO表作成年のデータが OECD の統一基準で調整されて作成されている。国名と作成年は

下表の通りである。 

 1973 年以前 1970s 中頃 1980s 初頭 1980S 中頃 1990 年 

オーストラリア* 1968 1974 × 1986 1989 

カナダ 1971 1976 1981 1986 1990 

デンマーク 1972 1977 1980 1985 1990 

フランス 1972 1977 1980 1985 1990 

ドイツ × 1978 × 1986,1988 1990 

イタリア × × 1985 × × 

日本 1970 1975 1980 1985 1990 

オランダ 1972 1977 1981 1986 × 

英国 1968 1979 × 1984 1990 

米国 1972 1977 1982 1985 1990 

*オーストラリアのデータは、7月 1日からはじまる財政年度のもの 

（注）表示は各国通貨により、オーストラリアとデンマークは基本価格表示、そ

の他は生産者価格表示。 

 

②OECD STAN DATABASE 1970-1995 

 

・主旨 

 各国間の整合性および OECD の GDP 統計との整合性の取れた産業別データの提供 

・分類数 22 国（OECD）、製造業 49 業種 

・公表年次 毎年 

・公表形態 

 書籍およびディスケット 

 （書籍は年次などが限定されている、ただしデータ作成法の記述がある） 

・データ内容 

 生産額、付加価値(名目、実質)、総固定資本形成、従業者数、人件費、輸出額、輸入額 
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（３）情報関連ストックの推計方法 

 

産業別データと同様に、情報関連資本ストックは統計として全く存在しないため、ベン

チマークによる資本ストックの推計は行えない。そのため、できる限り長いフローの時系

列の情報関連投資データを準備する必要がある。 

情報関連投資のフロー作成の方法は、概略、以下の通りである。 

１．情報関連となる投資財を定義し、集計する分類項目を整理する。OECD のデータベー

スは財分類が統一されている。情報投資財としては、情報通信機器を広く含むものと

して、事務機器・コンピュータ（Office & computing machinery）とラジオ・テレビ・

通信機器（Radio, TV & communication equipment）の２つの分類項目とする。この

２分類でデータの得られないドイツは、従って、情報関連投資額のデータ作成ができ

ない。 

２．情報関連財のフローのうち総固定資本形成に投下される分を産業連関表（IO 

database）より計算する。OECD の IO 表では政府投資と民間投資を区別せず両者を

合計した投資しかかかげていない。従って、政府、民間合計の情報化投資額をベース

とする。ただし、米国については、かねてより、産業連関表で公的資本形成は政府消

費の扱いであったので政府投資の分がオミットされている。 

３．産業連関表は 5 年ごとに掲載されるので、各５年の間を補間するデータとして、STAN 

database を用いて情報関連財の内需額（生産額＋輸入額－輸出額）の時系列データを

作成する。 

４．この時系列データの変動幅を用いて、各５年産業連関表の間の情報関連投資額データ

を補間する。 

 情報関連資本ストックの推計は、こうして求めた名目の情報関連資本投資額（フロー）

を出発点として、それを実質化し、さらに、各年の想定除却率を介して、ストックに積み

上げる作業となる。しかも、これを国別に行わなくてはならない。従って、国別の情報化

投資額（名目）の他に、国別の情報資本財のデフレーター、国別の情報資本財の除却率が

必要である。 

 国別の情報資本財のデフレーターについては、各５年は名目、実質の IO表があるので、

インプリシット・デフレーターが得られる。このデフレーターの動きを事務機器・コンピ

ュータに関して見ると、米国の価格低下と欧州での価格上昇といった具合に価格動向にか

なりの違いがある。そこで各国の卸売物価指数で情報資本財の価格動向を調べ、このデフ

レーターの評価を行ってから、このデフレーターの抜けている年の補間を物価指数で行う

か、あるいは、このデフレーターを無視し、物価指数そのもので実質値への転換を行うか、

どちらかの選択をしなければならない。 

 除却率については、各国別に得ることは難しいと考えられるので、共通の除却率を設定

することとなろう。 
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 名目から実質への転換、そして実質値の積み上げによるストックの推計については、今

回、時間とデータの制約からできなかった。今後の課題としたい。 

 

（４）その他 

 

 OECD の IO 表には固定資本マトリックスが掲載されているので、国別に、さらに、産業

別の情報化投資額の推計が原理的には可能である。国毎に製造業とサービス業で情報化投

資の程度がどう異なるか、といった指標は、極めて有用であると考えられる。 

 しかし、データの信頼性の評価や、国別に、IO表と固定資本マトリックスのカバー範囲

が違うなどの制約の評価などを行いながら、慎重に作業を行う必要があり、これも今後の

課題としたい。 

 OECD データにもとづくデータ整備の最大の制約は、古いデータしか得られないと言う点

である。近年、各国で進行しつつあるネットワーク化にともなう情報化の質的転換が各国

毎どう経済のパフォーマンスに異なった影響を与えているかの研究は、1990 年までの産業

連関表データ、1994 年までの産業別データにもとづく分析では、やや無理がある。インタ

ーネットが本格的に普及してきたのは、ここ数年の動きである。インターネットのインパ

クトまでとらえた各国比較研究は、現在より４～５年後となるのかもしれない。しかし、

インターネット後の分析をする際にも、それ以前との比較が重要であることはいうまでも

なく、本研究で行っている情報化の第１段階、すなわち、各産業・各企業の内部的な情報

化の時代の計量分析の重要性が薄れるわけではない。 

 

Office and computing machineryデフレータ
85年前後を基準年とするデフレーター90年=100で表示
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（５）結果の例示 

 

 表に、OECD の IO 表から得られた情報化投資額を掲げ、さらに、図に、STAN Database

で各年を補間し 1994 年まで延長した情報化投資額を、対 GFCF（総固定資本形成）比、及

び対 GDP 比で掲げた。 

 

情報化投資の対GFCF比率（名目）
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情報化投資額 

カナダ（百万カナダ＄） 1971年 1976 1981 1986 1990 

名目 Office & computing machinery 322 529 1697 2963 3931 

 Radio, TV & communication equipment 389 893 1714 1828 3294 

 情報化投資 711 1422 3411 4791 7225 

実質86年価格 Office & computing machinery 379 715 788 2963 6418 

 Radio, TV & communication equipment 1242 2172 2066 1828 3386 

 情報化投資 1621 2887 2854 4791 9804 

デフレーター Office & computing machinery 138.7 120.8 351.6 163.3 100.0 

90年=100 Radio, TV & communication equipment 32.2 42.3 85.3 102.8 100.0 

 情報化投資 59.5 66.8 162.2 135.7 100.0 

フランス（百万フラン） 1972年 1977 1980 1985 1990 

名目 Office & computing machinery 4322 6373 11395 34448 45342 

 Radio, TV & communication equipment 5182 14520 19804 35395 53311 

 情報化投資 9504 20893 31199 69843 98653 

実質80年価格 Office & computing machinery 5125 7213 11395 19125 31040 

 Radio, TV & communication equipment 9104 17583 19804 24161 31445 

 情報化投資 14229 24796 31199 43286 62485 

デフレーター Office & computing machinery 57.7 60.5 68.5 123.3 100.0 

90年=100 Radio, TV & communication equipment 33.6 48.7 59.0 86.4 100.0 

 情報化投資 42.3 53.4 63.3 102.2 100.0 

日本（十億円） 1970年 1975 1980 1985 1990 

名目 Office & computing machinery 468 879 1619 3604 6134 

 Radio, TV & communication equipment 814 1282 2538 3288 5403 

 情報化投資 1282 2161 4157 6892 11537 

実質85年価格 Office & computing machinery 218 425 1092 3604 6983 

 Radio, TV & communication equipment 728 1068 2276 3288 6679 

 情報化投資 946 1493 3368 6892 13662 

デフレーター Office & computing machinery 244.4 235.4 168.8 113.8 100.0 

90年=100 Radio, TV & communication equipment 138.2 148.4 137.8 123.6 100.0 

 情報化投資 160.5 171.4 146.2 118.4 100.0 

英国（百万ポンド） 1968年  1979 1984 1990 

名目 Office & computing machinery 61  914 2515 4456 

 Radio, TV & communication equipment 380  1421 2297 3995 

 情報化投資 441  2335 4812 8451 

実質80年価格 Office & computing machinery 216  825 2504 4615 

 Radio, TV & communication equipment 961  1569 1819 3882 

 情報化投資 1177  2394 4323 8497 

デフレーター Office & computing machinery 29.2  114.7 104.0 100.0 

90年=100 Radio, TV & communication equipment 38.4  88.0 122.7 100.0 

 情報化投資 37.7  98.1 111.9 100.0 

米国（百万米ドル） 1972年 1977 1982 1985 1990 

名目 Office & computing machinery 4042 7022 20287 31059 31239 

 Radio, TV & communication equipment 4788 11523 26021 27617 30695 

 情報化投資 8830 18545 46308 58676 61934 

実質82年価格 Office & computing machinery 2012 4720 20287 60542 80106 

 Radio, TV & communication equipment 8861 15025 26021 33749 28665 

 情報化投資 10873 19745 46308 94291 108771 

デフレーター Office & computing machinery 515.2 381.5 256.4 131.6 100.0 

90年=100 Radio, TV & communication equipment 50.5 71.6 93.4 76.4 100.0 

 情報化投資 142.6 165.0 175.6 109.3 100.0 

（資料）OECD IO Database 
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 米国については、上述のように、政府投資が含まれていない。ところが、1992 年の米国

IO 表では、かねて政府消費とされていた部分の内訳の中の投資にあたる分が掲載された。

これを見ると、情報化関連の政府投資の中で国防に裂かれる比率が非常に高いことなどが

分かる。また、民間投資に対して政府投資も含めた総投資は、対 GFCF 比で 1％ポイント、

対GDP比で0.2％ポイント程度大きく考えなければならないことが分かる。これを前提に、

図表を見ると以下のような特徴が見て取れる。 

 

米国の政府投資（1992年米国IO表）                       単位：百万ドル、％ 

  51 

Compue

r and 

office 

equipme

nt 

56 

Audio,vi

deo, and 

commun

ication 

equipme

nt 

計 対

GFCF

比 

対

GDP

比 

Gross private fixed investment(A) 36169 24513 60682 6.6 1.0 

Total 2864 7532 10396   

National defense:Consumption expenditures 222 3548 3770   

National defense:Gross investment(B) 963 2356 3319   

Nondefense:Consumption expenditures 732 183 915   

Federal Government 

consumption 

expenditures and gross 

investment 

Nondefense:Gross investment(C) 947 1445 2392   

Total 3931 721 4652   

Education:Consumption expenditures 186 15 201   

Education:Gross investment(D) 1783 299 2082   

Other:Consumption expenditures 489 129 618   

State and local 

government 

consumption 

expenditures and gross 

investment 
Other:Gross investment(E) 1473 278 1751   

A+B+C+D+E(投資計) 41335 28891 70226 7.6 1.2 

A+B+C+D+E(投資計)/A 1.1428 1.1786 1.1573   

（注）1992 年の GFC 合計は 923500 百万ドル、GDP 合計は 5937300 百万ドル 

（資料）米国商務省、Survey of Current Business、1997.11 

 

 対 GFCF 比の各国比較を見ると、近年（1992 年～1994 年）米国の情報化投資比率が世界

でも最も高い比率を示している。おそらく、1995 年以降はさらにインターネットのインパ

クトで高まっていよう。しかし、1991 年以前については、世界の中で特段情報化投資が高

かった訳ではないようである。日本は、1980 年代後半のバブル期は世界でも高い水準を示

していたが、1990 年代前半には他国が上昇傾向を示しているのと対照的にかなり落ち込ん

でいる。カナダは、以前は各国と比較して低い水準で推移していたが、近年、急上昇して

いるのが目立っている。 

 一般に情報化の指標の１つとして採用されることの多いこの対 GFCF 比は、固定資本投資

額全体が多いか少ないかによってによって異なる評価が必要である。日本のように、対

GFCF 比がそう高くなくても、投資額自体の対 GDP 比が高い国では、情報化投資への支出水

準が低いとは言い切れない。そこで対 GDP 比の図を見ると、日本は、世界の中でも圧倒的
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に高い情報化投資を過去行ってきたことが分かる。もし、日本の産業情報化について、問

題があるとすれば、情報化投資の比率が低いからではなく、情報化投資への支出が、情報

通信機器の運用システムの水準の低さか、あるいは企業間、産業間、社会間でのネットワ

ーク利用の低水準化によって、十分有効利用されていないからであろう。 

 なお、近年では、総固定資本形成（GFCF）として需要される情報機器以外に、家計消費

や政府消費として需要されるパソコンを中心とした情報機器が重要となっている。こうし

た点をチェックするため OECD の各国 IO表の家計消費や政府消費に Office and computing 

machinery がどの程度計上されているかをみた（ただし、他国では公的 GFCF として計上さ

れる分が米国では政府消費 GOV に計上されていることに注意）。各国の把捉率等のデータの

制約はあると思われるが、米国とカナダでは家計消費としてとらえられる事務機器・コン

ピュータの比率（総固定資本形成に対する比率 HHC/GFCF）が１～２割に達しているのに対

して、日本は、1990 年にはまだ 0.4％と少なくなっており、企業以外の家庭等への情報化

の遅れをうかがわせている。 

 

Office and computing machineryに対する最終需要（名目額） 

実額 対GDP比（パーミル）  

HHC GOV GFCF GDP HHC GOV GFCF 

HHC 

/GFCF 

1971 27 21 322 96550 0.3 0.2 3.3 0.08 

1976 68 31 529 196292 0.3 0.2 2.7 0.13 

1981 243 81 1697 353454 0.7 0.2 4.8 0.14 

1986 632 185 2963 501426 1.3 0.4 5.9 0.21 

カナダ 

（百万カナダ＄） 

1990 830 265 3931 662809 1.3 0.4 5.9 0.21 

1972 20 62 4322 987947 0.0 0.1 4.4 0.00 

1977 43 95 6373 1917803 0.0 0.0 3.3 0.01 

1980 90 144 11395 2808295 0.0 0.1 4.1 0.01 

1985 1000 327 34448 4700143 0.2 0.1 7.3 0.03 

フランス 

（百万フラン） 

1990 624 397 45342 6509488 0.1 0.1 7.0 0.01 

1970 1 2 468 73345.0 0.0 0.0 6.4 0.00 

1975 1 0 879 148327.2 0.0 0.0 5.9 0.00 

1980 1 14 1619 240176.0 0.0 0.1 6.7 0.00 

1985 126 0 3604 320418.6 0.4 0.0 11.2 0.03 

日本 

（十億円） 

1990 235 3 6134 430039.9 0.5 0.0 14.3 0.04 

1968 1 5 61 43671 0.0 0.1 1.4 0.02 

1979 60 144 914 197826 0.3 0.7 4.6 0.07 

1984 108 560 2515 324842 0.3 1.7 7.7 0.04 

英国 

（百万ポンド） 

1990 434 1121 4456 549386 0.8 2.0 8.1 0.10 

1972 363 1002 4042 1207916 0.3 0.8 3.3 0.09 

1977 652 1587 7022 1975357 0.3 0.8 3.6 0.09 

1982 1037 3656 20287 3152496 0.3 1.2 6.4 0.05 

1985 5076 5652 31059 4016649 1.3 1.4 7.7 0.16 

1990 2113 7277 31239 5489600 0.4 1.3 5.7 0.07 

米国 

（百万米ドル） 

92* 5368 6795 36169 5937300 0.9 1.1 6.1 0.15 

（注）GFCF:Gross fixed capital formation GOV:Government consumption HHC:Private domestic consumption 

（資料）OECD IO Database（ただし 92*は米国 92 年 IO 表による） 
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Office and computing machineryに対する最終需要の対GDP比（名目、パーミル）

（資料）OECD　IO表
（注）GFCF:Gross fixed capital formation GOV:Government consumption HHC:Private domestic consumption
      92*は米国92年IO表による
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第３章 情報化の実証分析 

 

１．情報化投資に関する日米比較分析 

 

１－１ 90 年代前半の米国マクロ経済の特徴 

 

 90 年代米国経済は、黄金の 60 年代に匹敵する長期の成長が続くなか、以下の 6 つの点

で 80年代とは異なる構造的変化を読み取れる。第１に潜在成長率からみて比較的高めの成

長が持続していること、第２に主として製造業で生産性の上昇がみられること、第３に物

価安定が持続していること、第４に失業率が顕著に低下していること、第５に旺盛なニュ

ービジネス設立がみられること、第６に設備投資の増勢がかつてなく持続していることで

ある（表「米国マクロ経済の概要」）。 

 まず成長率についてみると、米国マクロ経済の潜在成長率は年率 2％台前半といわれて

いるが、92 年から 97 年までの 6 年間をみると年平均 2.8％と 3％近い成長を続けている。

特に 97 年は 3.8％と高い成長を実現し、95 年以降は成長率が年々高まっている。一方、U.S. 

Department of Labor より公表されている労働生産性指数をみると、90年代は全産業で年

率平均 1.3％の上昇、製造業で同 3.4％上昇している。過去の景気拡大局面と比較すると、

第一次オイルショック以前ほど高くはないものの、70 年代後半の拡大局面、80 年代の拡大

局面に比べると、製造業では、0.7％～1.2％ポイント高まっている。この生産性上昇率の

高まりに関しては、全産業では生産性が上昇したという明確な数値が得られておらず、製

造業に関しても景気回復初期にみられる循環的要因が大きいとの見方が多い。だが同時に、

サービス業の生産性計測には技術的な困難が伴うため、全産業的にみても製造業と同様の

傾向が進行しているとの指摘もみられる。景気拡大が持続するにつれ、情報化とグローバ

ル化の影響でサプライサイドに 80年代とは異なった活性化が起こり、単なる循環要因では

なく構造的に生産性上昇率のシフトが生じているといういわゆる「ニューエコノミー」派

の主張が各方面で議論を巻き起こしている。 

 インフレ率をＧＤＰデフレータ上昇率によりみると、91 年から 97 年までの期間は年率

2.4％であり、70年代以降の 25年間では最低の水準で推移している。しかも、92 年の 2.7％

から 97 年の 2.0％へと年をおって上昇率が低下している点が注目される。従来の景気拡大

局面では中盤から終盤にかけて資本と労働の利用度が上昇して（稼働率の上昇と失業率の

低下）限界に達したところでインフレが加速し、実質所得の低下、金利上昇などを通じて

需要が減退し、後退局面に向かうというパターンが観察されるが、現状は長期の拡大が続

いているのに物価面では安定が続くという現象がみられるのである。米国市場は世界に開

かれた開放体系であるため、アジアや中南米諸国等海外の安くて豊富な労働力を利用した

財の生産・輸入が機能し、これらの安い財の輸入が国内物価の上昇を抑えるという「輸入

の安全弁」効果が充分作用していることがひとつの要因とみられる。また、経済のサービ
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ス化が進んでいる米国では国内の労働コストは物価動向をみる上で重要であるが、ユニッ

トレイバーコスト（単位当たりの生産に要する労働コスト）の動きをみると、今回の拡大

局面では生産性の改善を反映して上昇率が大幅に低下し、全産業で年率 2.0％の上昇にと

どまり、製造業では全く上昇していない。96年、97 年は製造業のユニットレイバーコスト

がマイナスにすらなっている。この労働コストの動きが低インフレ率を支える大きな要因

といえる。 

 一方、雇用面に目を向けると、低い失業率を維持している点が特徴的である。民間雇用

者数は、92 年 2 月を底に 97 年末まで約 1 千 5 百万人増加した。景気回復後も 1 年以上悪

化し続けた失業率は 94年 9 月に 6％を下回り、97 年 5月には 73年 12 月以来 23 年 5 カ月

ぶりに 5％台を割り込んで、11月には 4.6％の水準にまで低下した。年平均でみた 4.9％の

失業率は 1973 年以来のことである。米国大統領経済報告では、インフレを加速させない失

業率を 5.5％程度と計測している。労組の地盤沈下や賃金より雇用という労働者の意識変

化、世界的な競争に晒されている企業経営者の姿勢等、種々の要因が作用しているとみら

れるが、失業率がこれほど低下しているなかで賃金上昇圧力が弱いのは労働市場の構造的

な変化を示唆したものとして注目される。 

 企業の新規設立状況をみると、91 年に年間 5 万 2 千社だった新規企業設立数が 96 年に

は約 6万 6千社と 3年間で 1 万 4 千社以上設立ペースが増加している。年率換算で新設社

数は平均 4.7％増加していたことになる。同様に長期の景気拡大が続いていた 80 年代は年

平均 1.9％の増加ペースであり、80年代と比べるてニュービジネス設立が活発化したこと

がわかる。 

 このように、90 年代前半の景気拡大局面では過去と比べていくつかの変化が観察される

が、特に注目すべき点は、設備投資の動向であろう。80 年代の好景気を実現したとして今

も人気の高いレーガン政権下の米国経済は、83 年から 90 年までの拡大期のＧＤＰ成長率

でみる限り、年平均 3.6％の着実で長期にわたる好景気を実現していたといえるが、その

内容は、減税による消費景気と国防支出の拡大であり、設備投資は極めて低調であった。

この時期の設備投資は年平均 3.1％増にすぎず、それも税制改正前の投資急増がみられた

84 年（前年比 17.3％増）を除くと年平均 1.1％増と、設備投資は著しく停滞していた。こ

れに対し 92 年から 97 年までの拡大局面では設備投資の増加率が年平均で 7.6％と活発化

している。回復 1 年目の 92 年（前年比 1.9％増）を除くと年平均の増加率は約 9％弱で、

しかも 93年 7.6％→94 年 8.0％→95 年 9.0％→96 年 9.2％→97 年 9.7％と、年をおって増

加率が高まり、成長の原動力になっている点が大きな特徴である。 

 

１－２ 米国情報化投資の経済効果 

 

 この設備投資の増勢を牽引したのは大部分が情報化投資であった（図「米国の情報関連

投資の寄与度」）。すなわち、情報革命という技術体系の劇的変化を最新の技術を凝縮した
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設備の導入の形でダイレクトに取り込んだのが今回の経済拡大の姿であったといえる。設

備投資が全体として増加に転じた 92 年以降をみると、実質設備投資は 97年までの 6 年間

で約 3千億ドル増加しているが、このうち 1千 9百億ドルが情報関連投資の増加で、増加

額の 6割以上は情報関連投資で占められている。 

 情報関連投資は、実質ベースで97年の設備投資全体の36％を占めている。90年には20％

であり、この 4 年間で 16％ポイント上昇している。名目ベースでみると、90 年の情報関連

投資比率は 22％であり 97 年は 25％と 3％ポイント上昇している。情報関連機器は技術革

新が速く、価格（デフレータ）が大幅に低下していることが実質と名目の開きになってい

る。つまり基準年を何年にするかによって比率が変化するため、水準をみる際には名目と

の比較が必要であるが、実質値の場合は、必ずしも充分でないにしろ技術革新による価格

の低下が反映されることに意義がある。例えば 5年前と同じ金額の支出で 2 倍の台数のコ

ンピュータ購入が可能であるならば、実体的な処理能力は投資総額が変わらなくても 2倍

に増加する。したがって、実体的な面での影響や生産性との関係を時系列でみる場合には

実質値の動向が有用であり、実質投資比率に関しては絶対水準の値ではなく、過去からの

時系列の動きで捉えることが大切といえる。90 年代に入り、それまでのトレンド線から離

れてこの比率の傾きが急になっているのは、この時期に設備投資内容が情報化へ向けてシ

フトしたことを示している。実質のみならず、名目でみても情報関連投資比率が 90 年代に

入ってから上昇テンポを高めており、情報関連投資の加速が充分確認できる。 

 90 年代前半の米国での情報関連投資の増勢は、ダウンサイジング゛、一般化、ネットワ

ーク化、オープン化という新しい情報化のなかでみられた。米国の情報化が設備投資の増

勢という形で急速に進展したという点は、サプライサイドへの影響を考えるうえで決定的

に重要である。なぜなら、設備投資は需要項目として現在の景気に直接影響するだけでな

く、その結果が供給サイドの構造に作用して中長期的なインパクトを経済に与えるからで

ある。すなわち設備投資は将来の経済活動基盤整備に重要な関わりを持つのである。米国

はレーガン政権下の 80年代に長期にわたる好景気を謳歌した反面、設備投資が低調であっ

たためサプライサイドが脆弱化した時期でもあった。これに対し 90 年代は設備投資が主役

となった成長であり、既にみたいくつかのマクロパフォーマンスの特徴も設備投資による

サプライサイドへの影響が一因と考えられるのである。 

 情報革命に果敢に取り組んだ米国経済では、①設備投資や新規事業立ち上げなどの活発

な企業行動と、②労働需給の逼迫（低失業率）にもかかわらず労働コストが上昇しないと

いう労働市場の構造変化がみられる。経済学的な視点からみると、資本（企業投資）と労

働という 2つの投入要素が、技術革新の影響を受けて様変わりしていることを示唆してお

り、90年代の米国は明らかにサプライサイドを再構築しつつ長期的な景気拡大を続けたと

判断される。 

 情報化による生産性上昇については、ながらく明確な関係が検証できず、研究者の間で

は「生産性のパラドックス（Productivity Paradox ）」といわれていたが、最近のいくつ
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かの研究ではその効果が実証されている。例えば、Brynjolfsson & Hitt（1993）は、1987

年から 1991 年までの 380 社の企業データをもとに限界資本収益率の計測を行い、コンピュ

ータ設備の投資収益率が非常に高いとの計測結果を得て、"Productivity Paradox" は解消

したと結論づけている。彼らは、資本をコンピュータ設備と一般設備に、労働を情報関連

スタッフと一般雇用者にそれぞれわけた生産関数を推定し、資本効率を計測している。こ

の計測結果によると、製造業における一般（非コンピュータ）設備の投資効率（ＲＯＩ:

グロスの限界資本収益率）が 5.4％なのに対し、コンピュータ設備のＲＯＩは 58.0％とか

なり高いことが判明した。製造業にサービス業も含めたケースで計測した場合は、一般設

備のＲＯＩが 6.3％に対してコンピュータ設備のＲＯＩは 81.0％となっている。 

 ネットワーク化を視野に入れてマクロ的な情報化投資の効果を計測するため、資本ストッ

クを通信機器も含めた情報関連ストックとそれ以外の一般資本ストックとに分けた生産関

数により、それぞれの限界資本収益率を計算した研究（篠崎［1996］）では、一般ストック

の投資効率に比べて情報関連ストックがかなり高いとの計測結果が得られている（表「情

報関連ストックの限界資本収益率－米国」）。この生産関数で生産性上昇要因を一般設備装

備率と設備の情報化要因にわけて分析した結果によると、設備の情報化要因が米国の生産

性上昇の主要な要因となっている。しかも、80 年代にマイナスに寄与していた設備以外の

要因が 90年代にはプラスとなっており、ネットワーク化やオープン化の経済性による外部

効果が示唆される結果が報告されている。 

 

１－３ 米国情報化の雇用への影響 

 

 コンピュータの導入は、企業が不況を克服し生産性を向上させる目的で、いわゆるリエ

ンジニアリングと結びつくかたちで増加したといわれており、この過程で雇用面にも大き

な影響がみられた。背景には、賃金・報酬に諸手当を含めた名目の労働コストが上昇を続

ける一方、コンピュータ等情報関連機器は、技術革新による性能の向上で利便性が増すな

か、価格が低下し、より身近なものとなったことが影響していると考えられる。 

 労働コストの動きを名目給与等の総支払いベースで確認してみると、重要な政策課題と

なった医療保険負担等を含む諸手部分の伸びが鈍化したこともあり、賃金・報酬に諸手当

を加えた総合指数は、90年の5.2％増から97年の3.0％増へと伸率は鈍化しているものの、

90 年から 97 年まで年率平均 3.3％上昇している（図「労働コストの増減率」）。これに対し、

情報関連設備価格の動向を、情報関連設備投資デフレータでみると、コンピュータ価格の

大幅な低下により、90 年代に入ってから低下幅を拡大させてきた。90年から 97年までの

7 年間で年率 6.0％低下している。このため、設備投資全体の動きをみても、もともと安定

的に推移（年率 0.2％上昇）していたデフレータは、このところ低下傾向にあり、労働コ

ストを設備投資デフレータで除した相対価格は上昇傾向を強めている（図「設備価格と労

働コストとの相対価格」）。 
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 労働と設備の要素価格の上記動向をふまえたうえで、設備投資と雇用との関係を分析す

るため、設備投資の要因を需要の変化に応じて適正な資本ストック水準を調整するために

引き起こされる「ストック調整要因」と、労働と設備の相対コストによって引き起こされ

る「要素代替要因」とによって説明される設備投資関数を推計すると、米国では、需給動

向によるストック調整要因で設備投資増減の変動がもたらされ、労働との要素代替投資は

総じてどの時期も投資の下支え要因となっているが、92年より増加に転じた設備投資のう

ちかなりの部分が労働との要素代替要因であったことが確認される。とくに、95年以降は

成長率に大きな変化がないなかで投資増勢が続いたためストックの増加テンポが高まり、

需給ギャップによりトック調整要因が設備投資を減少させる状態にあったが、要素代替型

投資や新技術導入に向けた投資が押し上げる形で設備投資の増勢が続いたことが明らかと

なる。 

 かつては多額の投資資金を必要としていたコンピュータが、高機能機種でも数千ドルで

購入できるようになり、大企業のみならず資金制約の大きい中小企業も含めて広範囲な経

済主体においてコンピュータの導入が可能となり、従来人手に頼っていた業務を低コスト

で容易に機械設備へ代替可能となったことが反映しているものとみられる。 

 最近の設備投資の増勢が、情報関連機器を中心に労働との代替を要因としてもたらされ

たことが確認されたが、こうした動きは雇用情勢にどのような構造的影響を与えたであろ

うか。U.S. Department of Labor の報告（1994）では、「10％のコンピュータストック増

加が事務系労働を 1.8％減少させる」という MIT の研究を引用しながら、コンピュータ等

新しい技術の導入とリエンジニアリングの実施により、多数のホワイトカラーが職を失っ

ていると強調し、テクノロジーの進歩により今日の雇用環境は数年前の状況とは大きく異

なっていると結論づけている。また、American Management Association の調査（1993、

1995）によると、90年代の合理化では中間管理職等ホワイトカラー層の減少の大きさが特

徴のひとつとして挙げられている。およそ千社を対象にした調査によると、ミドルマネー

ジャークラスは雇用者の 5～8％を構成しているが削減対象の中では 15％～20％を占めて

おり、失業の矢面に立たされていると分析されている。景気拡大とともに、雇用削減を続

ける一方で同じ企業で新規採用の行動もみられるなど、雇用削減の動きは一時期ほど厳し

くないが、それでも依然として雇用の見直しを進める動きは続いている（表「米国におけ

る雇用削減実施企業割合」）。その目的・理由をみると景況悪化要因が次第に低下するなか

で、新技術導入・自動化という設備との代替要因が高まっている。最新の電子情報技術が

体化された情報関連設備は、工場などでの生産労働にとって代わるのではなく、中間管理

職のする知的労働にとって代わるという考え方が米国ではかなり一般化している。 

 実際、U.S. Department of Labor の統計を利用し製造業の雇用者のうち Production 

Worker をブルーカラー、それ以外の雇用者をホワイトカラーとして、両者の推移をみると、

従来両者の増減はほぼパラレルな動きをしていたが、90年代は両者の動きに乖離がみられ

ホワイトカラーの減少が顕著となっている（図「ホワイトカラーとブルーカラー」）。今回
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の景気拡大初期には全般に "Jobless Recovery"といわれ、80 年代の景気拡大に比べて雇

用増加ペースが鈍かったが、製造業の雇用者数がボトムであった 92年 3 月から 97 年末ま

ではブルーカラーは生産の拡大により、約 65万人増加している。これに対し、ホワイトカ

ラーは約 8万人減少している。 

 もちろん、ホワイトカラーの減少の全てがコンピュータ等の情報関連設備との代替とい

うわけでなく、この減少の中には、外部委託（アウトソーシング）による減少部分も含ま

れている点は留意を要する。事実、アウトソーシング化の進展により、サービス業の中で

人材派遣業（スタッフ一括リース、臨時派遣等）の雇用者数はこの間約 150 万人増加して

いる。だが、近年の研究では、アウトソースによる影響を考慮してもホワイトカラーとブ

ルーカラーの雇用情勢は明らかに従来と異なっていることが明らかとなっている（篠崎

［1996］）。また、伝統的な事務労働のひとつである秘書の全雇用者数に占める割合をみて

も、従来 3％台半ばだった比率が 90 年代に入り 1％ポイント以上低下しており、情報化時

代の雇用情勢の中では、ブルーカラーと比べて事務系のホワイトカラーの状況が総じて厳

しいといえるだろう。 

 90 年代前半の米国における雇用環境は、情報化投資の増勢とともにみられた「雇用なき

回復」と「所得格差の拡大」に要約されるが、米国社会は決して、所得の 2 極化を傍観し

ていたわけではない。94年の中間選挙後は、中間層への減税、最低賃金の引き上げといっ

た政策が実行されたし、何よりも情報化投資を積極的に行い効率性を高めた企業群の勃興

で、日・欧の停滞を尻目に長期にわたる景気拡大が続き、雇用機会が増大したことで、95

年頃からは、状況が転換した。失業率は 95 年に 5.6％となり、その後も改善を続けて 97

年はついに 4.9％となった。平均失業期間も 95年から 3年連続で短縮化している。 

 平均値と中央値の方向性が逆であった実質所得の動向も 94 年頃からは中央値も増加に

転じ、少なくとも 93年頃までみられた格差が広がる傾向には歯止めがかかったとみられる

し、貧困層の割合も 94 年から低下を続けている。失業率の指標を除くといずれも 80年代

の好況期に比べると水準的には依然芳しくないが、少なくとも、94 年～95 年を境に、「雇

用なき回復」や「所得格差の拡大」といった初期にみられた困難な状況から転換している

傾向が確実に読みとれる。所得格差の是正に対する取り組みはその後も続いており、クリ

ントン政権は、98 年 2 月 12 日に法律で時間当たり最低賃金の下限を定める「最低賃金」

を今後2年間で1ドル引き上げて6ドル 15セントにする方針を発表した。その対象は1200

万人におよび、平均年収を 2 千ドル程度押し上げる効果があるとしている。 

 

１－４ 日本の情報化の現状 

 

 日本には情報関連投資について、米国のような正確な公式データが整備されていないが、

産業連関表、情報関連機器の生産・輸出・輸入関連指標、産業別設備投資実績、財別の物

価指数等をもとに、独自に日本の情報関連投資額を算出した分析（篠崎［1998］）によると、
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わが国の情報関連投資額は、名目ベースで、96 年には 10 兆 9 千億円の規模に達している

（図「日本の情報関連投資額」）。内訳をみると、コンピュータ関連が 5 兆 5 千億円で、情

報関連投資の半分（50％）を占め、続いて通信機器関連が 4 兆 2 千億円（同 39％）、ワー

プロ、コピー機等の事務機器が 1兆 2 千億円（同 11％）となっている。これは名目民間設

備投資の約 14％を占める水準で、26％の米国に比べると、かなり低水準といわざるを得な

いが、ここでは、日米の情報関連投資についての定義が完全に一致していない点が問題と

なる。この点を整理しないことには、日米の情報関連投資の水準、或いは投資比率を比較

検討する意義が薄れる。 

 そこで、通産省より公表されている「90 年日米国際産業連関表（速報）」を用いて項目

の調整を図り、両国の 90 年の情報関連投資額を基準に各年の情報関連投資を調整、96 年

まで延長すると、調整後の米国の情報化関連投資額は、96 年名目ベースで約 1千 5 百億ド

ルとなり、米国のＧＤＰ統計による約 2千億ドルの 73％に縮小する。設備投資に占める割

合は約 19％と試算され、調整前の 26％と比べて約 7％ポイント低下する。日本についても

90 年産業連関表と日米産業連関表の若干の違いが生じたが、96年名目ベースの情報関連投

資比率は日米産業連関表ベースに調整後も約 15％と、調整前の 14.5％に比較しても軽微な

差異に留まる。調整後も日本の情報関連投資比率が米国に比べて低い水準であることには

変わりないが、その差は、調整前の 12％ポイントから 4％ポイントに大きく縮まる。しか

も、情報関連投資比率を全体の設備投資との比較で行う場合、もともと日本はＧＤＰに占

める設備投資水準が高いため、比率が小さくなりがちな点に留意を要する。ＧＤＰに対す

る情報関連投資比率は、96 年時点で、米国 2.7％（日米国際産業連関表調整後 2.0％）、日

本 2.2％（同 2.3％）となっており、付加価値全体の需要構成でみた場合、日本と米国は、

ほぼ同程度となっている点は、一般の認識と異なる。なお、業種別の動向については、年

次別長期時系列データの制約により、現時点では推計が困難であるが、固定資本マトリク

スから、90年時点におけるフローの情報関連投資額と、情報関連投資比率をを求めること

が可能である。これによると、情報関連投資比率は、製造業（6.0％）に比べて非製造業

（11.2％）で高く、個別の業種では、通信・放送（54.7％）や情報関連機器リースが多い

対事業所サービス（25.6％）の他にも、金融・保険（16.8％）や小売（12.9％）で情報関

連投資比率が平均を上回っている。 

 水準については、上記の通りであるが、特に注目したいのは、時系列でみた長期推移で

ある。時系列で観察する場合、実質値の動向が重要である。日本の実質情報関連投資（90

年基準）は、全体の設備投資が引き続き調整局面にあった 94 年に、前年比 17％増と全体

の設備投資が前年割れを続けるなか、先き駆けて増加に転じ、95年は 24％増、96年は 29％

増とさらに伸びを高めて増加していることが確認できる。設備投資全体の伸びが緩やかな

状況で、情報関連投資の増加寄与は大きく、96年は、設備投資増加の約 3分の 2は情報関

連投資の寄与によってもたらされた（図「日本の情報関連投資の寄与度」）。 

 こうした情報関連投資の増加は、技術革新による機器の価格低下によって刺激されてい
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るとみられる。日本の情報関連投資デフレータは、90 年から 96年までに、約 20％低下し

ており、同じ期間の設備投資全体のデフレータが 4％しか低下していないのに比べて、顕

著な下落を示した。直近 15 年間について、実質情報関連投資とデフレータの弾性値を単純

な回帰式で計測すると、情報関連機器の 1％の価格低下が実質投資を 3.5％増加させるとの

結果が得られた。すなわち、弾性値は-3.5 ということになる。米国の情報関連投資とデフ

レータの関係を同様に計測すると、弾性値は-3.1 となっており、日米共にほぼ同程度の傾

向が確認できる。 

 過去 15 年間の日本の情報関連投資について、米国との時差相関を確認してみると、約 2

～3 年程度のラグ（米国の先行）で、相関が特に高いことが確認できる。米国で情報関連

投資が急増し始めたのは 91～92 年頃であり、日本で 94年から情報関連投資が増加し、ス

トックの蓄積テンポが再び上昇し始めていることと照らし合わせると、キャッチアップの

ために、今後の投資持続の余地が大きいと考えることができる。というのも、2～3年程度

先行する米国での情報関連投資動向をみると、97年は前年比 21.0％増と 6年連続で 2桁増

加し、民間設備投資全体の増加率 9.9％に対する寄与度も 6.9％と増加の約 7 割は情報関連

投資でもたらされている。 

 こうした経験から判断して、日本でも中長期的には、情報関連投資の増加傾向が続くこ

とは充分に見込まれるが、問題は全体としての日本経済が本格的な景気回復軌道に乗り切

れていない点である。米国では 90 年代前半の回復期に雇用面で景況感に弱含みの傾向があ

ったものの、企業サイドでは業績の改善が続き、全体としての経済は確かな成長軌道に乗

っていた。これに対して日本では構造改革の遅れから 90年代は一度も本格的な成長軌道に

乗らず、97 年以降は、消費税引き上げや雇用不安等から消費が極端に冷え込み、アジア経

済の混乱も加わって、全般に投資マインドが低迷する方向にある。このような投資マイン

ドの冷え込みが情報化への取り組みにも影響してくれば、新しい技術の導入がさらに遅れ

る懸念も出てくる。こうした事態は情報化の潮流がグローバルに展開している状況から見

て、日本の経済活力全体の衰退につながり、雇用環境にとってさらに悪循環に陥る危険も

はらむものであると考えられる。需要項目としての情報関連投資が増加基調にあることが

確認できたが、こうした投資需要の増加がどのように生産面へ波及するか検討を加えた研

究（篠崎［1998］）によると、グローバル化のなかで競争力をつけている日本の製造業分野

では、電気機械など、情報関連投資に密接に繋がる主要産業が、中核をなしているため、

情報関連投資によって誘発される生産効果は大きい。同研究では、情報関連投資によりど

の程度生産が誘発されるかを確認するため、90 年産業連関表の固定資本マトリクスによる

各財（ ＩＴｉ）の資本形成額と各財の逆行列係数列和（αｉ）から、情報関連投資の生産

誘発係数の算出を試みている。情報関連投資に定義された各財について、それぞれ、逆行

列係数列和を乗じて誘発される生産額を求め、その合計［Σ（ＩＴｉ＊αｉ）］を、情報関

連投資額（ＩＴＪ ＝ΣＩＴｉ）で除した値で誘発係数を求めてある。こうして求めた情報

関連投資の生産誘発係数は、2.3 と、民間固定資本形成全体（除く住宅）の 2.1 や、乗用
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自動車産業の設備投資の 2.0 よりも高いことが明らかとなった。 

 もちろん、貿易構造の変化等により、コンピュータ関連の内需増加が輸入の増加に向か

う可能性が以前より増しているとは考えられるが、貿易問題に関する最近の研究（篠崎・

乾・野坂［1998］）では、情報関連分野の製品輸入は、日本国内の生産活動にとって代替的

であるよりは、国際水平分業のなかで補完的であると実証されている。つまり、日本にお

ける情報関連投資の増加は、世界貿易を拡大させながら、日本国内の生産活動拡大にも好

ましい波及効果を与えるものと考えられるのである。 

 

１－５ 情報関連資本ストックの日米比較 

 

 96 年現在の日本の情報関連ストック量はおよそ 76 兆円（90 年基準）であり、これを経

済企画庁より公表されている民間企業資本ストック統計を利用して、情報関連を除く一般

資本ストックとの比率でみると、日本の情報関連ストックの一般資本ストックに対する比

率は 8.6％とされる（篠崎［1998］）。米国は、この比率が 94年時点で 19％であり、ストッ

クの蓄積水準は米国に比べて低いといえる。 

 時系列による推移を情報関連ストックの蓄積テンポ（増加率）でみると、マイクロエレ

クトロニクス化の進展や、電気通信事業法の制定による通信自由化がみられた 80年代後半

に情報関連投資が増加したため、情報関連ストックの増加率は 15％を上回る程度にまで高

まった。90年代に入り情報関連投資の低迷の影響で一時 5％程度にまで低下したが、96年

には再び 10％を越える増加テンポとなっている。ストック蓄積テンポの動きを日米で比較

すると、米国では早くから情報化に取り組まれていたため、80 年代前半までは情報関連ス

トックの増加率は日本を上回っていたが、80年代後半には、米国の蓄積テンポがやや低下

するなか、日本の蓄積テンポが急速に高まり、増加率は日米で逆転がみられた。そして、

90 年代に入ると、情報関連投資を積極化させた米国で 91 年を底に再びストックの蓄積テ

ンポが高まり、94 年には二桁の増加となったのに対し、日本の情報関連投資が低迷してい

たため、90 年代前半の日本の情報関連ストックの増加率は再度米国を下回って推移した。

しかしながら、ようやく日本でも 94 年からストックの増加テンポが高まり、96 年には米

国の 94 年と同レベルのストック増加率となっており、現状では日米の差は再び縮小してき

ているとみられる。 

 Growth Accounting に基づき、情報関連ストックの増加がどの程度潜在成長率に寄与し

ているかを計算してみると、ストック蓄積水準の差から、日米で異なる姿が見られる。日

米とも全体の資本分配率を 3 割と仮定し、その内訳を情報関連資本と一般資本のシェアで

さらに分配すると、米国の情報関連資本の分配率は、4.8％となり、日本では、2.3％とな

る。情報関連ストックの増加率は日米とも 10％程度とみられるため、このストック増加率

を分配率に乗じて潜在成長率への寄与を試算すると、米国では約 0.5％程度、日本では約

0.2％程度となり、日本では情報関連ストックのシェアが小さいことを反映して、成長に対
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する寄与はそれ程高くはない。 

 

１－６ 情報関連ストックの限界収益率の日米比較 

 

 それでは、このような情報関連ストックの蓄積は、そもそも資本効率や、生産性上昇に

対して期待通りの投資効果を果たしているのであろうか。米国の分析と同様の計測を日本

に関して、74 年から 96 年までの期間で推定した分析によると、日本においても米国と同

様に情報関連ストックの限界資本収益率が一般資本ストックの限界資本収益率と比べてか

なり大幅に高いとの結果が得られている（表「情報関連ストックの限界資本収益率－日本」）。 

 米国の計測結果と比較しても、日本の情報関連ストックの限界資本生産性は相当高いが、

その背景は、米国の方が情報化に先進的で、評価が確定していない先取的、限界的な情報

システムへの投資も積極的にチャレンジされてきたのに対し、日本では先行する米国での

導入事例や投資効果などを充分にケーススタディした上で、その成功例を効果的、効率的

に取り入れてきたことが影響しているのではないかと考えられる。別の角度からは、情報

化への取り組みが米国の方がはるかに早く、日本は情報関連ストック量が米国に比べて相

対的に少ないという事情が考えられるが、その一因は、ストック推計上の定義が日米で必

ずしも完全に一致しておらず、日本の情報関連ストック量方が過少（米国の方が過大）と

なっている可能性があることに留意を要する。また、資本に関して収穫逓減を想定すると、

限界生産性が高いことは、それだけ資本蓄積が遅れていることのコインの裏側に他ならな

い。 

 

１－７ 労働生産性の要因分解と設備の情報化の日米比較 

 

 情報関連投資が生産性の上昇にどう影響したか分析を行った結果からは、単位労働あた

りの資本装備率が高まると生産効率が増して労働生産性が上昇することに加えて、情報関

連ストックの一般ストックに対する比率が高まると労働生産性が上昇するという関係が確

認されている。景気循環ごとに分けて検討すると（表「労働生産性の要因分解と設備の情

報化－米国、日本」）、次の 4 点が明らかとなる。第１に、日本の労働生産性上昇率の高さ

である。米国の場合、労働生産性の上昇率は、80年代以降の景気拡大局面で概ね 1％台で

推移しており、近年これが上方シフトしているとしても 2％弱に過ぎない。これに対して、

日本では、労働生産性の上昇率は、長期的に概ね 3％前後で推移していた。90 年代に入り

生産性上昇率が大きく低下しているが、それでも 2％程度のレベルにある。 

 第２点目は、日本では労働生産性上昇の大部分が、一般設備の装備率の上昇要因で説明

され、米国の状況とは大きく異なっている点である。一般設備の面でみると、日本は米国

に比べてかなりの勢いで資本装備率を上昇させてきており、これが日本の労働生産性を大

きく高めていた。労働需給がタイトな日本では、企業が絶えず積極的に最新の生産設備導
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入を進めてきたため、マクロ的にみても設備投資比率が高かったと考えられるが、こうし

た積極的な設備投資が労働生産性上昇の源泉であったと言えよう。これに対し、米国では

一般設備の装備率はほとんど上昇しておらず、一般設備に関する限り投資が停滞していた

ため、労働生産性上昇への寄与が小さかったとみられる。 

 ところが、情報関連の面ではこの相対的関係が入れ替わる。これが第３点目の特徴であ

る。米国では、一般設備投資の停滞と対照的に情報関連投資は積極的に取り組まれていた

ため、設備の情報化はその水準の高さのみならずテンポの面でも日本に比べて相当速い。

したがって、生産性上昇率に対する設備の情報化の寄与度は、日本が米国と比べて低い値

にとどまっている。米国では一般設備に比べて情報関連設備の導入により積極的であった

のに対し、日本では情報関連設備の導入よりは一般設備の導入により熱心であったと言え

る。 

 第 4番目の特徴は、外部効果の寄与である。日本での計測結果からは、設備以外のその

他の要因が長期的にも、最近の拡大局面でも、マイナスの寄与となっている。米国の計測

結果では、最近の景気拡大局面においてプラスの寄与が出ており、「連結（ネットワーク）

の経済性」による外部効果が示唆されるが、日本の計測からは、明示的に読みとることは

できず、日本における情報化の効果が、今のところ限定的であるとみられる。 

 以上、情報関連投資額、およびストック量の推計と、その結果得られたデータを基にし

たいくつかの計量分析を行ってきた。本稿での分析の結果、①日本においても情報関連投

資がかなり増加しつつある、②2～3年程度先行する米国に比べたフローの水準は急速に格

差が縮小しつつある、③情報関連ストックの蓄積は進行しているものの、全体に占めるシ

ェアは小さく、Growth Accounting に基づく成長への寄与は現時点ではそれ程大きくない、

④情報関連資本ストックの限界生産性は一般ストックに比べてかなり高い、⑤米国と対照

的に、設備の情報化は、これまでのところ、労働生産性上昇の主要因とはなっていない、

⑥ネットワークの経済性などの外部効果は確認できない、という点が明らかとなった。 
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２．トランスログ費用関数による実証分析 

 

２－１ 始めに 

 

 本節では、情報資本についての計量経済学的な実証分析を行う。情報資本は多くの面を

持っているが、ここでは特に生産のための生産要素としての観点から考えていく。より具

体的には情報資本と他の生産要素の代替関係および生産へのインパクトを計測し他の生産

要素との比較をおこなうことにある。 

 情報資本は通常の一般的な資本と比べて比較的生まれたのは新しいものである。したが

ってその厳密な定義、性質また実際のデータとしての定量的な性質はそれ自体大変重要な

ものといえる。しかしながらそうした分析と議論は他の節に譲ることになる。この節では

既に作成された情報資本に関するデータを用いて、計量経済学的な手法を用いて分析を行

う。 

 従来の情報資本に関しての計量経済学的な分析は、生産関数特に、コブ・ダグラス生産

関数によるアプローチが中心であった。そして推定されたパラメータから労働生産性と情

報資本の関係、情報資本の経済成長への貢献、情報資本のコストの計測などがなされてい

た。したがって使用している生産関数がコブ・ダグラス生産関数であるため、生産要素間

の代替の弾力性は１に先験的に決定されていた。また生産関数によるアプローチのため、

生産要素の情報だけが利用され、生産要素の価格に関する情報は利用されていなかった。

そこで本節はそうした点の改良を主眼とし、トランスログ費用関数を用いた分析を行う。 

 トランスログ費用関数によるアプローチを用いることにより、以下の分析が可能となる。

（１）生産要素間の代替の弾力性の値をを先験的に仮定する必要がなく、モデルの推定か

ら生産要素間の代替の弾力性、経済成長への貢献を計測することが可能となる、（２）要素

価格の情報も利用しているため、要素価格の変化の影響も考慮される。（３）データの使用

している期間の中で複数の時期について生産要素間の代替の弾力性および経済成長への貢

献の計測結果を得られるため期間ごとの比較が可能となる。 

 情報資本の近年の大幅な増加に対して、既に前章で述べられているように、（１）経済成

長に対してどれだけ貢献しているのか、（２）他の生産要素とはどのような関係があるのか

（３）特に労働との関係はどうなのかという点についての議論があるがそうした議論への

定量的な参加になっている。 

 以下本節では、この２－１で目的と特徴が論じられ、２－２においてトランスログ費用

関数による計測の方法が述べられる。２－３では推定結果が述べられ、考察がなされる。

２－４でこの分析の問題点と今後の課題について述べられる。 
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２－２ トランスログ費用関数 

 

 ここではトランスログ費用関数による推定の方法について述べる。トランスログ費用関

数は歴史的には、1970 年代後半に使用され始めたものである。生産要素間の代替関係につ

いての先験的な制約を必要としていないため、コブ・ダグラス関数や CES 関数に比べてよ

り一般性が高く、精緻な分析が可能となる。反面推定においてはパラメータが多く推定が

困難と考えられるが、体型推定を用いることによりむしろ推定結果は好ましいことが多い。 

 企業はコスト（ここではコストは（各投入要素かける要素価格）の合計）を最小にする

ように投入要素の量を選択する、つまり費用最小化行動を行っていることになる。すると

費用関数は以下のようにかける（以下の理論的な展開および推定方法については

Berndt(1991) "The Practice of Econometrics"[Addison Wesley]を参照されたい）。 

 

( ) ( )1 C C p=  

 

 ここでＣはコスト、ｐは投入要素の価格ベクトル。この分析では投入要素は、情報資本、

一般の資本、労働である。すると(1)で表すことができる費用関数は、トランスログ関数に

以下のように表すことができる。 
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 ここでa a ai ij0 , , はパラメータ、ｉおよびｊは情報資本（Ｋ）、一般の資本（Ｃ）、労働（Ｗ）、

piは各々の要素価格、Ｔはタイムトレンドを示す。 

 さらに(2)式をそれぞれの要素価格で微分することにより、シェア方程式を得られる（あ

る要素のシェア＝ ある要素のコスト ／ すべてのコストである）。そこでシェア方程式

は３本得られるが、１本は独立でないため２本で成立する。 

 よって(2)式と２本のシェア方程式を同時に連立させてモデルとする。推定方法は SUR

推定法である。またデータについては前節を参照されたい。 

 

２－３ 推定結果   

 

 ここでは推定結果について考察する。(1)モデルのパラメータの推定結果および推定式の

推定結果、(2)代替の弾力性の計測結果、(3)自己価格弾力性の計測結果、(4)成長分析につ

いて述べられる。 
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(1)モデルの推定結果。 

 

 パラメータに関しては、有意でないものも存在するものの、13 のパラメータの中で 10

のパラメータが有意であるため、問題はないと考えらる。パラメータの値そのものについ

ては、結果を判断する客観的な基準はないため、後述される各種の弾性値の値から判断す

る。推定式の推定結果に関しては、厳密には問題が若干あるものの決定係数で判断すると、

最も当てはまりが悪い推定式でも、決定係数は 0.48 であるため問題はない。反面 2本の式

においては、D.W.値が 0.5 以下であるためさらなる改善が必要とされる。 

 

費用関数の推計に用いた変数の出所   

 変数名 出所 

Y 実質ＧＤＰ（全産業） 国民経済計算（経済企画庁） 

N 就業者数（全産業）  

K 情報資本 国民経済 第 161 号、(財)国民経済研究協会 

C 一般資本 「日本における情報関連投資の実証分析」 

篠﨑彰彦 

w 実質賃金 Ｗ／Ｐｗ 計算による 

W 名目賃金（平均月間現金給与総額） 毎月勤労統計要覧（労働省） 

Pw 卸売り物価指数 品目・ウェイトおよび接続指数（日本銀行） 

Pk 情報関連固定資本デフレータ 国民経済 第 161 号、(財)国民経済研究協会 

  「日本における情報関連投資の実証分析」 

篠﨑彰彦 

Pc 総固定資本デフレータ 国民経済計算（経済企画庁） 

 

推定結果 

  Parameter  Estimate Standard Error t-statistic 

a0   5.94303  0.341193 17.4184 

aK  -0.037790 0.046355  -0.815232 

aW  1.41550 0.118489 11.9463 

aKW  -0.013110 .831632E-02 -1.57636 

aKK  -.973960E-03 .748569E-02 -0.130110 

aWW  0.181643 0.020785 8.73911 

aKT  .769493E-03 .290873E-03 2.64546 

aWT  .189522E-02 .899752E-04 21.0638 

aTT  .106120E-02 .702689E-04 15.1019 

aC  -0.377709 0.141623 -2.66701 

aKC  0.014084 0.013201 1.06684 

aWC  -0.168533 0.025254 -6.67365 

aCC  0.154450 0.034345 4.49702 
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Equation    費用関数 

Std. error of regression = .020487 

R-squared = .900397 

Durbin-Watson statistic = .505913 

 

Equation    シェア方程式（情報資本） 

Std. error of regression = .192701E-02 

R-squared = .643770 

Durbin-Watson statistic = .626822 

 

Equation    シェア方程式（労働） 

Std. error of regression = .201818E-02 

R-squared = .995144 

Durbin-Watson statistic = .486649 

 

(2)代替の弾力性の計測結果 

 

 代替の弾力性の値は、ある生産要素の価格が 1％変化したときに他の財の需要がどれだ

け変化するかを示している。情報資本と一般資本の値が最も大きく、ついで情報資本と労

働の順で一般資本と労働が最も小さい値となっている（期間前半では情報資本と労動が最

も小さかった）。したがって一般資本と労働が最も代替しにくく、一般資本と情報資本が最

も代替しやすいという結果である。 

 わが国ではいわゆる日本的経営のもとで長期の雇用が支配的である。したがって労働の

賃金に対する感応性は低い。情報資本は労働との代替が代表的と思えるが、期間前半は労

働の固定性の強さから、むしろ一般資本との代替の方が容易であるという結果になった。

後半期では日本的経営が揺らぎ、情報資本との代替が容易になった。一般資本は情報資本

よりより大規模な設備などもあり、固定性も強いため現在では一般資本と労働の弾性値が

最も低い。 

 次にそれぞれの弾性値を時系列的に考察しよう。弾性値はいずれも上昇傾向にある。一

般資本と情報資本また一般資本と労働の弾性値の経年的な変化はわずかである。これに反

して、情報資本と労働の代替の弾性値の変化は他と比べて大きいものとなっている。バブ

ル期に賞賛を浴びた日本的経営は近年逆に批判の対象となっている。そして労働市場も同

様に変化してきている。労働の流動化は激しさを増しており、失業率も上昇している。そ

うした状況を反映して、情報資本と労働の代替の弾性値の値は上昇してきていると解釈で

きる。 
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(3)自己価格弾力性の計測結果 

 

 自己価格弾力性はある生産要素の価格が 1％変化したときにその生産要素の需要がどれ

だけ変化するかを示している。情報資本が最も大きくついで、一般資本、労働という順に

なっている。情報資本は金額的に高額なものも存在するものの、一般に一般資本、労働よ

りは低価格であり、固定性も低い。したがって価格に対する感応度も高いものとなってい

る。本来価格水準が高ければ購入せず、他の一般資本や労働で代替が可能なものも多い。

資本と労働では労働の値が低い。これは代替の弾力性の場合と同様である。 

 時系列的には、情報資本では減少となっている。最近ではむしろ情報資本は必需的な財

になってきている。よって以前ほどに価格の影響が強くはなくなってきている。一般資本、

労働もほぼ横這いである。よって価格の影響はそれほど大きくは変化していないことがわ

かる。 

 

(4)成長要因分析 

 

 成長要因分解ではそれぞれの成長への貢献を寄与度で示している。一般資本の貢献が最

も大きかった、ついで情報資本、労働、TFP の順である。一般資本の貢献が最も大きいの

は他の先行研究（情報資本は考慮されていないが）と同様の結果であり自然である。労働

の貢献も今回の結果は先行研究とやはり同様である。情報資本の貢献の大きさは労働より

も大きいという水準であるが比較的労働に近い。これは情報資本の役割が労働に近いとい

うことと関連していると推測される。 

 次に結果を経年的にみると、一般資本の貢献は減少傾向にある。情報資本の貢献は上昇

傾向にある。情報資本は 88 年まで増加していったが 89年から 92年まで減少している。こ

れは 87 年あたりからの情報資本の減少と労働の上昇はバブルの景気の過熱から企業規模

の増大などが盛んになった結果と解釈できる。したがって情報資本も増加しているが、相

対的に労働の上昇が伸びたと考えられる。 

 TFP は減少が続き後半期では負に貢献している。生産性のパラドックスとの関連として

は、ここでは生産性はＴＦＰでとらえているが、確実な関連はここではいえない。後半期

は TFP と情報資本の貢献はパラレルに変動しているが、前半ははっきり言えないからであ

る。また TFP 自体が正確に計測できたかどうかはやや疑問がある。 

 

２－４ 結びと今後の課題 

 

 ここでは情報資本についての計量経済学的な分析を行った。それから情報資本が一般に

いわれているように、労働と代替的に使われていることが確認できた。近年では景気の低

迷、日本的経済システムの反省からより代替がなされていることもわっかた。また資本と
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しての固定性が弱いという特性も表れていた。また情報資本は成長にも寄与していること

がわかった。ただ生産性のパラドックスの検証までは至っていない。 

 今後の課題としては、(1)データが時系列であるため、分析に制約がある。産業別のデー

タがあれば、より経年的な違いや、産業ごとの違いを明確にする分析が可能となる。また

外部性に関する分析も可能である。(2)モデルの動学化や効率性の分析のためのモデル化が

必要である。情報資本への投資や生産性がより詳しく分析できる。(3)一般均衡モデルへの

拡張が必要である。この分析では企業のみが対象となっていた、消費者の考慮も重要であ

り、厚生分析が可能になる。(4)研究開発や労働などの周辺との関連も考慮する必要がある。

(5)政府の政策の考慮や影響も考慮すべきであろう。 
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代替の弾力性                         自己価格弾力性 

 ESKC ESCW ESKW   OPKK OPCC OPWW 

1977 1.6193 0.2346 0.1071  1977 -0.9861 -0.1515 -0.1412 

1978 1.6278 0.2413 0.1340  1978 -0.9858 -0.1571 -0.1437 

1979 1.6143 0.2405 0.1568  1979 -0.9842 -0.1580 -0.1438 

1980 1.5993 0.2384 0.1748  1980 -0.9826 -0.1579 -0.1436 

1981 1.6077 0.2444 0.2003  1981 -0.9823 -0.1634 -0.1455 

1982 1.6078 0.2470 0.2214  1982 -0.9816 -0.1667 -0.1463 

1983 1.6106 0.2500 0.2425  1983 -0.9810 -0.1705 -0.1470 

1984 1.6155 0.2531 0.2642  1984 -0.9804 -0.1748 -0.1475 

1985 1.6133 0.2542 0.2831  1985 -0.9795 -0.1774 -0.1476 

1986 1.6215 0.2571 0.3062  1986 -0.9790 -0.1823 -0.1474 

1987 1.6282 0.2590 0.3272  1987 -0.9784 -0.1865 -0.1469 

1988 1.6267 0.2592 0.3437  1988 -0.9775 -0.1888 -0.1464 

1989 1.6319 0.2599 0.3596  1989 -0.9770 -0.1919 -0.1455 

1990 1.6288 0.2593 0.3768  1990 -0.9759 -0.1940 -0.1448 

1991 1.6298 0.2590 0.3925  1991 -0.9751 -0.1964 -0.1438 

1992 1.6263 0.2581 0.4065  1992 -0.9741 -0.1979 -0.1431 

1993 1.6211 0.2569 0.4192  1993 -0.9730 -0.1991 -0.1426 

1994 1.6292 0.2562 0.4338  1994 -0.9725 -0.2020 -0.1407 

1995 1.6379 0.2550 0.4480  1995 -0.9721 -0.2046 -0.1385 
ES：代替の弾力性（アレンの）                OP：自己価格弾力性 
W：労働 K：情報資本 C：一般資本 
KC：情報資本と一般資本 
 
GDP への寄与度 
 KG WG CG TG(TFP) 

1978 0.206 0.316 3.477 0.611 

1979 0.211 0.381 3.739 0.513 

1980 0.236 0.198 3.777 0.410 

1981 0.240 0.256 3.597 0.297 

1982 0.276 0.319 3.248 0.187 

1983 0.328 0.644 2.960 0.076 

1984 0.418 0.134 3.140 -0.034 

1985 0.552 0.303 3.269 -0.140 

1986 0.633 0.175 2.917 -0.246 

1987 0.704 0.171 2.731 -0.352 

1988 0.749 0.535 2.896 -0.459 

1989 0.696 0.729 3.267 -0.572 

1990 0.567 0.798 3.463 -0.672 

1991 0.540 0.969 3.559 -0.778 

1992 0.355 0.472 2.721 -0.883 

1993 0.257 0.167 2.070 -0.988 

1994 0.314 -0.006 1.694 -1.098 

1995 0.402 0.067 1.585 -1.209 
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第４章 残された課題 

 

１．データの整備 

 

 後段に計量モデルを使った分析にとってのデータ整備の意義についてふれるが、ここで

は、基本的な情報化の指標としてのデータ整備についてコメントする。 

 データ整備については、情報投資、情報ストックなど経済全体での情報化関連データを

先行研究を踏まえてより厳密で正しいものとしていくことが重要である。 

 と同時に、経済全体ではなく、産業別、部門別（家計、企業、公共）のデータ整備を進

めていくことが必要である。どういった産業で、またどういった部門での情報化が経済全

体のパフォーマンスに効果があるのか、また、さらには、国民全体の厚生につながるのか

が問われなければならないからである。 

 またさらに、世界の各国別のＩＴ産業規模、情報化投資額といった情報化データの整備

が統一基準で必要である。 

 情報化に関する日米比較については、モデル的、あるいは事例的に多くが語られている

が、情報化に進展度についてマクロ・データに基づいて結論的なことが言えるほどデータ

整備や指標化が進んでいるわけではないことが本研究で明らかになった。 

 本研究では、生活面、社会面ではどうやら米国優位であるようだが、産業面では、産業

構造の面からも情報化投資の面からも、量的な相対性から見て必ずしも米国優位ではない

ことが明らかになった。もし、情報化に関し、米国産業のパフォーマンスに対して、日本

産業のパフォーマンスが劣っているとしたら、単に機器・サービスの量的な供給量や情報

関連資本ストックの量的な充実に基づくものと言うより、機器・サービスの供給をいかに

生活や社会の適切なシステムづくりにつなげられるかという点、あるいは、情報資本の適

切な運用方法（情報関連機器の運用、そのためのソフトの質の高さ）、特に、ネットワーク

化の程度とその効果の違いに基づくものであろう。量的な比較をさらに厳密に進めていく

とともにこうした質的な違いを把握できるようなデータ整備が今後の課題となっている。 

 国別のデータ整備としては、日米比較に関心が集中しがちであるが、欧州、カナダ、オ

ーストラリアといった他の先進国、さらには、開発途上国における情報化関連データを日

米と比較できる形で整備していく必要がある。米国の情報化は、米国特有のものなのか、

あるいは欧米共通の傾向なのかという点、日本の情報化は米国以外の他の諸国と比べても

劣位にあるのかという点、また、途上国の情報化は経済全体の向上につながるような性質

のものなのか、といった種々の問題を考えるときの出発点になる基礎データが得られない

状況である。 

 本研究では、０ＥＣＤで統一基準に基づいて作られた産業連関表（ＩＯ表）を使って、

１次的な作業を行った。これによると、日本の情報化は少なくとも支出金額の面では、情

報化投資を他国を上回って行っているという結果となった。しかし、例えば、コンピュー
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タ能力に換算して、支出金額ベースほどの設備投資が行われていたのかについては、コン

ピュータ価格の国際比較（過去にさかのぼって）が必要である。デフレーターによる実質

化はあくまで同一国内での話であって、国際的な実質化は単に為替レートの問題でなく、

同一能力の製品を横並びにする国際価格調査がなければ不可能である。こうした点での国

際比較を進めていくことが今後に残された課題である。 

 一方、ＯＥＣＤデータを使った計量分析のためのデータ整備としては、データの評価を

さらに進めるとともに、名目値の実質化、ストックへの積み上げ、一般資本、雇用者数の

データ整備を進めていく必要がある。さらに各国の産業別のデータ整備も必要である。こ

うした課題を解決すれば、国毎の、情報化投資の効果の違い、情報化の成熟度等がより厳

密に測定できる環境が整ってくる。 

 

２．情報資本の概念 

 

 本研究では、資本を一般資本と情報資本（情報関連資本）にわけて分析している。前者

をＡ資本、後者をＢ資本と名付けるならば、Ｃ資本とも言うべきものが重要となっている。

Ｃ資本は、Ｂ資本の一部であるとともに、これまでの資本概念には入らないものも含んで

いる。すなわち、ネットワークされた情報機器をＣ資本と考えたい。Ｃ資本は、情報通信

関連のインフラ資本（通信網）とそれを基盤としてネットワーク化された工場、オフィス、

家庭、自動車、個人、公共団体の情報機器からなる。家計、公共部門の情報関連機器はこ

れまで資本に入らず、ＧＤＰ統計、産業連関表でも設備投資ではなく、消費支出ととらえ

られていた。また、工場、オフィスにはいる情報機器でもパソコンは、設備投資ではなく

消費支出とされている。しかし、ネットワークでつながれた 100 台のパソコンは、1 台の

メインフレーム以上の能力を持ち、また、これまでの大型コンピュータでは不可能であっ

た効果を発揮する。パソコン・ネットワークが企業に中で完結せずに、家計や公共部門と

つながるとしたらなおさらである。 

 本研究は、とりあえず、既存の統計を基礎にしなければならないため、Ｃ資本のうちの

インフラ資本が通信業の投下資本としてとらえられ、その他ではネットワークにつながれ

たパソコン以外のコンピュータで企業にある分のみが把握され、Ｂ資本の一部となってい

る。既存の枠組みではネットワークにつながれた家庭のコンピュータでも、労働者の能力

増強という形でしか経済に寄与しないことになる。ネットワークにつながれたコンピュー

タは企業にあっても家計にあっても、それらが全体として効果を発揮する資本と考える必

要がある。本研究でも示したとおり、日本と異なって米国の情報関連資本には分析測定器

や制御機器などコンピュータとのネットワークで効果を発揮する機器まで含まれている。

企業内のこととはいえ、その点で日米の考え方の差があらわれているともいえる。 

 こうした点の概念整理が今後の課題の１つである。計量的な分析においてもデータをど

うとるかに直接関係してくる課題でもある。 



 94

 

３．計量モデルを使った分析 

 

３－１ データの開発－産業別データの作成 

 

 本研究の計量分析ではマクロの時系列データを使用している。トランスログモデルを使

用しているため、各種の弾性値などは、基本的に推定されたパラメータの値かけるそれぞ

れのデータの値として計算される。したがってマクロの時系列のデータを使用していれば、

データが各年ごとにあるため、各年ごとのマクロの値を得られる。しかしながらパラメー

タは各年ごとにあるのではなく、サンプル全体として一つづつしかない。 

 産業別のデータがあれば以下の利点がある。 

(1)各年ごとの値だけでなく、各年で産業別の値を計算することができる。そこで産業ごと

の相違を調べることができる。製造業と非製造業の違いや個別の産業ごとの特色を得るこ

とも可能になる。 

(2)各年ごとの違いをより詳しく見ることができる。マクロの時系列データであっても各年

の値は計算することができた。しかしパラメータは全体で一つであった。今度は産業別に

なるためデータ数が増加する。よってたとえば３年や５年づつの分析が可能になる。そう

するとパラメータも３年や５年づつ異なるものが得られる。そこで時期の違いによる特徴

がよりはっきりと得られるようになる。 

(3)これは推定上の技術的な問題であるが、各年で産業別のデータがある方が推定上の安定

性が増加する。 

(4)外部性やネットワークの効果は、そもそも自分の産業なり世界が存在して外部があるこ

とから発生している。したがってマクロのデータでは外部性やネットワークの効果は定義

が困難である。産業別にすれば何らかの外部性を定義できる（実際すでに行われている）。

そこで外部性やネットワークの効果が実際にあるのかどうか検証できる。 

 

３－２ モデルの拡張その１ 

 

 現在のモデルは、基本的に今期の変数の影響は今期に出現する。また今期の変数は今期

の変数によって決定されるというモデルである。また生産性や効率性についても TFP を基

本に考えている。このモデルは一般に最も基本的なモデルであり、理論的には、すでに多

くの拡張がなされている。 

(1)モデルの動学化 

 たとえば今期の賃金の上昇は今期の労働需要の減少をもたらすが今年すぐに完全に調整

するよりも一般には数年かけて調整していくだろう。またまた急激に労働者を増やしたり

減らしたりするのはコストがよりかかる可能性がある。そこでモデルを今期の変数だけで
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決定させるのではなく、前期の変数にも影響がされるようなモデル（動学化）にすること

により、ある変数の影響が時間を通じて他の変数に波及していくプロセスが明らかになる。

また投資行動は本来将来に対してのものである。そうした投資関数が構築できることにな

る。よって情報投資についても言及できる。 

(2)効率性の分析 

 今回は TFＰを生産性と判断してそれと情報資本の関係を調べた。生産性という指標だけ

でなく、効率性とい指標もしばしば使用される。たとえばある量の資本でここまで生産で

きるが、これだけしか生産していなければ、効率性の観点からは無駄があることになる。

こうした文脈の分析が、効率フロンティアの分析という方法で可能になる。我々の使った

トランスログ関数をもとに可能である。 

 

３－３ モデルの拡張その２ 

 

(1)情報化への政府の政策（補助金や税制、公共投資）も重要な要素である。今のモデルを

ベースにして、そうした政策の変数をモデルの中に含めていくことが可能である。そうす

れば政策の効果や政策の価値を評価できる。たとえば補助金の生産への弾性値や補助金の

他の変数への波及などが得られる。 

(2)一般均衡モデルへの拡張が必要である。この分析では企業のみが対象となっていた、消

費者の考慮も重要であり、厚生分析が可能になる。厚生という尺度で情報財の価値をはか

ることが可能であり、消費者への影響についても言及できる。 

(3)研究開発や労働などの周辺との関連も考慮する必要がある。情報化は多くの周辺領域と

の接点を持っている。情報化は研究開発のたまものであろうし、情報化によって未熟練労

働の賃金が低下し賃金の不平等度が増すという研究が米国ではなされている。 

 

 


